
令和４年度　事務事業総点検表

教育

Ｒ３ Ｒ２ R1

教
育
総
務
課

1
校長会等
補助金交
付事業

H 15 ～
補助等
（交付先）

学校運営における
諸問題を解決すべ
く研究を重ねている
当該団体を支援し、
本市教育行政の向
上に資することを目
的とする。

静岡市校長会及び静
岡市教頭会への補助
金の交付

事務処理の円滑
な実施

実施
事務処理の
円滑な実施

一
般

8,537 - 8,537 0.1 0.0
申請に対する確実
な交付

100% 100% 100% 100%

確実な補助金交付により、各種
研究会等が円滑に実施され、
学校運営における問題解決等
が図られると判断し、100％を目
標値とした。

100% A A

補助金を支給することによ
り、各種研究会等の計画的
な実施と円滑な運営を支援
したため。

学校運営における諸問題の解決
については、直ちに成果の現れる
ものではないため、長期的に支援
をしていく必要がある。補助金の交
付にあっては、校長会及び教頭会
からの報告を基に、継続的に事業
成果を把握していく。

教
育
総
務
課

2
地域学校
協働活動
推進事業

Ｒ 2 ～
市

（直営・委
託）

学校と地域が連携・
協働することにより、
地域全体で子ども
たちの健やかな育
成を図る。

①全小中学校で学校
応援団活動を実施
②全小学校で放課後
子ども教室の運営
③統括・地域学校協
働活動推進員の配置

①学校応援団実
施校数
②放課後子ども
教室実施校数

①129校
②81校

①126校
②81校

一
般
104,133 - 80,253 2.5 0.8

①学校・地域の連
携実現度
②放課後子ども教
室参加児童の満
足度「楽しい、どち
らかというと楽し
い」

①100%
②100%

①89%
②94%

①82%
②96%

①96%
②98%

①各学校へのアンケート調査
により、学校としての実感を計
測。全ての小中学校で地域と
の連携が実現することを目指し
設定した。
②各校特色のある活動を実施
していくことを目指し設定した。

①89％
②91％

①B
②A

①
B
②
A

統括的な推進員と地域学校
協働活動推進員による支援
活動や、おたより・リーフレット
等による事例紹介・情報提供
により、各学校、地域の実情
に応じた学校支援活動の推
進や放課後子ども教室を実
施することができたため。

統括的な推進員、地域学校協働
活動推進員等、各学校でボラン
ティア活動の中心的な役割を担う
人材の発掘や育成、確保が必要
である。そこで、研修会や”学校・
地域ひとつなぎ”コーディネーター
養成講座の内容や講師を見直し、
今後も継続して実施していく。

教
育
総
務
課

3

コミュニ
ティ・ス
クール導
入推進事
業

H 25 ～
市

（直営）

「コミュニティ・スクー
ル」の導入により、
地域住民が学校運
営に参画し協働す
る体制を整える。

①中学校区での小中
一貫学校運営協議会
導入の準備
②コミュニティ・スクー
ル設置校での学校運
営協議会の開催

①30中学校区で
の小中一貫学校
運営協議会導入
準備校への支援
②学校運営協議
会の実施

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

2,060 - 1,555 0.5 0.0

①アンケートで地
域とともにある学校
づくりを意識してい
ると答えた学校の
割合

①100% ①100% ①98% -

①地域との連携意識を高め、コ
ミュニティ・スクール導入につな
げるため、新たに地域とともに
ある学校づくりへの意識を成果
指標に設定した。その目標値を
100％とし、学校へのアンケート
を実施する。

①
100％

A A

校長会や各研修会での説
明、学校への通知や訪問に
よる事業説明・支援等によ
り、令和４年４月から中学校
区６グループが新たにコミュ
ニティ・スクールとなり、さらに
７グループが令和５年４月か
らの導入を決定したため。

令和６年度を目途に全中学校区で
コミュニティ・スクールを導入するこ
とを目標としているため、未導入の
23グループへ指導助言を継続して
実施する。

教
育
総
務
課

4
学校・家
庭・地域
連携事業

H 29 ～
市

（直営・委
託）

学校と地域をつなぐ
コーディネート役を
担い、学校の教育
活動へ参画し、学
校支援・放課後の
居場所づくり等の連
携・協働活動を推進
する人材の養成
や、活動への参加
者・協力者の裾野
拡大を図る。

①学校と地域の連携
を推進する人材の養
成
②学校と家庭、地域
との連携した取組の
周知

①受講生のう
ち、講座を修了
する人の割合
②学校・地域連
携研修会の実施

①90％
②１回

①81.1%
②１回

一
般

1,577 - 1,427 0.5 0.0

①アンケートで学
校と地域をつなぐ
役目として積極的
に関わっていきた
いと答えた修了生
の割合

①100% ①100% ①100% ①95%

①人材養成講座により学校と地
域の連携を推進するよりよい人
材を確保したい。講座を修了
し、学校と地域の連携やコー
ディネーターの役割について
理解した上で、活動への参加
に意欲を持つ修了生の割合を
指標とした。

①
100％

A A

養成講座について、広報手
段を増やしたことで、定員を
超える申込みがあった。ま
た、修了した30人中22人が
学校応援団や放課後子ども
教室での活動を開始し、講
座の目的である学校と地域
の連携・協働活動を推進する
人材の育成ができたため。

養成講座については、平成29年度
から同内容で継続実施しており、
新規受講生を発掘するためにも、
企画内容等を見直す必要が生じ
ている。委託から直営に変更し、企
画運営する。

教
育
総
務
課

5
社会教育
委員会議
開催事業

S 25 ～
市

（直営）

社会教育委員から
聴取した意見等を
施策へ反映し、社
会教育の円滑な推
進を図る。

①社会教育委員会議
の開催

①会議開催回数 ①３回 ①３回
一
般

322 - 219 0.3 0.0

①社会教育事業
や社会教育団体
への補助金に対し
ての意見を聴取
し、事業へ活かす

①実施 ①実施 ①実施 ①実施

①社会教育委員、同委員会議
で社会教育事業や社会教育関
係団体への補助金の事業に対
して、委員の意見を活かせるよ
う意見の聴取を行い、関係各課
と共有するようにする。

①実施 A A

令和３年度に引き続き、第３
期教育振興基本計画の策定
に係り、社会教育委員から意
見を聴取し、計画やアクショ
ンプランに反映させることが
できたため。

令和５年６月末で任期が終了とな
る。新たな審議テーマの決定や、
テーマに基づいた委員の選任を実
施していく。

教
育
総
務
課

6

ユネスコ
協会運営
費補助金
交付事業

S 47 -
補助等
（交付先）

ユネスコ活動の目
的である、教育、科
学、文化の発展と推
進を目指して活動を
行う団体を支援し、
国際理解、世界の
平和と安全の啓発
を図る。

①静岡ユネスコ協会
への補助金の交付
②清水ユネスコ協会
への補助金の交付

①事務処理の円
滑な実施
②事務処理の円
滑な実施

①実施
②実施

①事務処理
の円滑な実
施
②事務処理
の円滑な実
施

一
般

234 - 234 0.1 0.1
①申請に対する確
実な交付

①100% ①100% ①100% ①100%
①確実な交付を行うため、
100％を目標値として設定し
た。

①
100％ A A

静岡ユネスコ協会及び清水
ユネスコ協会に対して、遅滞
なく適切に補助金の交付を
行うことができたため。

今後も確実な交付を行い、国際理
解や世界平和、安全の啓発を図っ
ていく。

教
育
総
務
課

7

平和資料
センター
運営費補
助金交付
事務

H 8 -
補助等
（交付先）

戦争と平和に関す
る学習拠点である
「平和資料セン
ター」を支援し、「静
岡市平和都市宣
言」の趣旨に基づい
た平和教育・平和学
習の推進を図る。

①静岡平和資料館を
つくる会への補助金
の交付

①事務処理の円
滑な実施

①実施
①事務処理
の円滑な実
施

一
般

3,600 - 3,600 0.1 0.0
①申請に対する確
実な交付

①100% ①100% ①100% ①100%
①確実な交付を行うため、
100％を目標値として設定し
た。

①
100％

A A
平和資料館をつくる会に対し
て、遅滞なく適切に補助金の
交付を行うことができたため。

今後も確実な交付を行い、平和教
育、平和学習の推進を図ってい
く。

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容
②事務事業

名

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

局

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値



Ｒ３ Ｒ２ R1

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容
②事務事業

名

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

教
育
総
務
課

8

自然の家
運営協議
会開催事
業

S 51 ～
市

（直営）

自然の家の適正か
つ円滑な運営を図
る。

自然の家運営協議会
の開催

①会議の開催数 ①２回 ①２回
一
般

299 - 230 0.2 0.0

①自然の家の運
営等に対しての意
見を聴取し、事業
へ活かす

①実施 ①実施 ①実施 ①実施

①自然の家運営協議会におい
て自然の家の事業に対して、
委員の意見を活かせるよう意見
の聴取を行い、これからの運営
に活かす。

①実施 A A

井川自然の家で１回、書面
開催で１回の合計２回実施し
た。委員からの意見を参考
に、主催事業の活動内容を
見直し、一部の主催事業で
安全等に配慮しながら募集
定員を増やすことができたた
め。

新型コロナウイルス感染症対策とし
て実施してきた利用人数の制限を
解除する等、運営体制をコロナ禍
以前に戻しつつも、今後も基本的
な感染症対策を講じていく必要が
ある。利用者のニーズを把握しな
がら、委員に意見を聴取し検討し
ていく。

教
育
総
務
課

9

南アルプ
スユネス
コエコ
パーク井
川自然の
家指導等
事業

S 51 ～
市

（直営）

南アルプスユネスコ
エコパークの教育
拠点として、青少年
や市民に対し、自然
とふれあう機会を提
供し、井川地域の振
興に繋がる事業を
推進する。

南アルプスユネスコ
エコパーク井川自然
の家主催事業の実施

①主催事業実施
回数
②主催事業応募
率（全応募数／
全定員数）

①22回
②100％

①20回
②99％

一
般

3,611 - 2,849 2.8 1.0
①参加者の満足
度

①99% ①99% ①100% ①99%

①直近３か年の満足度の最低
値である９９％を最低予想値と
して算出し、目標値として設定
した。

①99% A A
主催事業をねらい通りに実
施し、参加者の満足度は
99％であったため。

応募率の高い主催事業について、
リスク管理等に配慮しながら、募集
定員の拡充や複数回の実施を検
討していく。

教
育
総
務
課

10

南アルプ
スユネス
コエコ
パーク井
川自然の
家管理事
業

S 51 ～
市

（直営）

自然の家の安全で
利用しやすい管理
運営を行うことによ
り、市民の利用の増
加を図る。

南アルプスユネスコ
エコパーク井川自然
の家の維持管理・施
設運営

①利用者の利用
目的達成度
②施設事故件数

①95％
②０件

①100％
②０件

一
般
43,637 - 40,593 2.0 1.0 ①利用組数

①
177組

①
142組

①
185組

①
204組

①新型コロナウイルス感染症の
影響を考慮し、直近３ヵ年の平
均値である177組を予想値とし
て算出し目標値として設定し
た。

①
134組

B A

新型コロナウイルス感染症の
流行や道路状況の悪化等に
より、キャンセルが多発したこ
とで利用組数の目標値は達
成できなかったが、小中学生
を除く利用者数は昨年度より
増加したため。

インターネット予約システムを稼働
させ、一般利用者が予約する際の
利便性を向上させていく。

教
育
総
務
課

11

南アルプ
スユネス
コエコ
パーク井
川自然の
家活用事
業

Ｒ 2 ～
市

（直営）

南アルプスユネスコ
エコパーク井川自
然の家の利用者数
を増やすとともに、
地域の振興を促進
し、井川地域の活性
化を図る。

トレイルランニング
コースの活用や大規
模改修後の利用者
ニーズに合わせた施
設利用の促進

①トレイルランニ
ングイベントの実
施回数
②送迎バス付事
業の実施回数
③新規広報媒体
数

①１回
②４回
③１個

①１回
②４回
①１個

一
般

1,372 - 1,231 1.0 0.0

①トレイルランニン
グコース利用者数
②新設室（新館1
階個室)の利用組
数

①170
人
②61組

①58人
②53組

①119
人
②82組

①333
人
②48組

①直近３ヵ年の平均値である
170人を予想値として算出し目
標値として設定した。
②直近３ヵ年の平均値である61
組を予想値として算出し目標値
として設定した。

①56人
②65組

①C
②S

A

新型コロナウイルス感染症の
影響によりトレイルランニング
の利用者数の目標値は達成
できなかったが、広報活動等
により新館個室の利用組数
の目標値は達成したため。

トレイルランニング事業の応募者増
を図るため、トレイルランニング用
品を扱っている店舗をはじめ、市
内はもとより県外にも広報してい
く。

教
育
総
務
課

12

清水和田
島自然の
家整備事
業

Ｒ 3 ～
市

（直営・委
託）

平成31年４月から一
時休止している「清
水和田島自然の
家」について、両河
内地区における施
設一体型小中一貫
校化に伴う校舎の
跡地活用として、清
水西河内小学校を
全面改修・増築し、
用途を自然の家に
変更して再生を図
る。

①和田島自然の家の
清水西河内小学校へ
の移転に伴う土砂災
害対策工事設計業務
及び校舎改修工事設
計業務の実施
②旧施設の解体事前
調査業務の実施

①設計委託業務
の発注件数

②調査業務の円
滑な実施

①２件

②遅滞な
く調査業
務を実施

①２件

②実施

一
般
57,343 - 7,361 1.0 進捗率

100%
(設計
契約・
解体事
前調
査）

- - -

令和４年度実施予定の、建物
改修・土砂災害対策に係る設
計業務委託の契約及び旧自然
の家の解体に係る事前調査業
務の進捗率を目標値とした。

100% A A

当初計画どおり、建物改修・
土砂災害対策に係る設計業
務委託について契約を締結
した。また、旧自然の家の解
体事前調査としてアスベスト
調査や産業廃棄物の処分等
を遅滞なく実施することがで
きたため。

各設計業務について、翌年度に予
算を繰り越しており、令和５年度に
各業務を完了させる。また、旧自然
の家の解体工事を実施する。

教
育
総
務
課

13

高校ス
クールカ
ウンセ
ラー活用
事業

H 20 ～
市

（直営）

いじめや不登校、問
題行動等、生徒、保
護者の心の問題へ
の支援を行うととも
に、学校における組
織的な教育体制の
向上を図る。

スクールカウンセラー
の配置

スクールカウンセ
ラーの高等学校
への配置校数

２校
事務処理の
円滑な実施

一
般

1,422 - 1,378 0.2 0.0

支援の効果が見ら
れたと思われる相
談者（生徒・保護
者等）の割合

100% 100% 100% -

公認心理師の資格を有する者
等、臨床心理に関して高度に
専門的な知識及び経験を有す
る者が対応するため、支援の効
果が見られた相談者の割合は
100％を目標にしている。

100% A A

いじめや不登校、問題行動
等、生徒、保護者の心の問
題に対し、心理の専門家とし
てカウンセリングをしたり、教
員に助言するなどして、学校
の相談機能の向上が図られ
ているため。

スクールカウンセラーと教育相談
室、学級主任、授業担当者、特別
支援コーディネーター、養護教諭
等が連携して対応するために、相
談の前後に情報を共有する時間を
確保する。

教
育
総
務
課

14

高校ス
クール
ソーシャ
ルワー
カー活用
事業

H 30 ～
市

（直営）

学校生活上の諸問
題の背景にある家
庭環境や生活環境
等の調整及び改善
を図る。

スクールソーシャル
ワーカーの配置

スクールソーシャ
ルワーカーの高
等学校への配置
校数

２校
事務処理の
円滑な実施

一
般

679 - 679 0.2 0.0

支援の効果が見ら
れたと思われる相
談者（生徒・保護
者等）の割合

100% 100% 100% -

社会福祉士又は精神保健福祉
士の資格を有する者等、福祉
若しくは医療に関して専門的な
知識及び経験を有する者が対
応するため、支援の効果が見ら
れた相談者の割合は100％を
目標にしている。

100% A A

学校生活上の諸問題の背景
にある家庭環境や生活環境
等の改善を図り、関係機関と
連携し問題解決に向けた支
援体制の構築を行うことがで
きているため。

家庭の経済状況等の変化により、
スクールソーシャルワーカーの専
門性を活かした相談の需要が一層
高まっている。長期休業中の相談
に対応できるように、８月と３月にも
相談日を設定する。
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教
育
総
務
課

15

国際教育
プログラ
ム推進事
業

Ｒ 3 ～
市

（直営）

市立の高等学校の
魅力を高め、海外
大学進学を目指す
生徒の潜在的な
ニーズを喚起するた
め、各市立高等学
校において国際教
育プログラムの導入
を目指す。

各市立高等学校にお
ける国際教育プログ
ラムの導入可能性に
ついて、調査・研究を
行う。

①国際教育先進
校の状況調査や
視察調査
②小中学生を対
象とした意識調
査
③国際教育のあ
り方（推進方針）
を決定

①実施
②実施
③実施

事務処理の
円滑な実施

一
般

3,891 - 558 0.5 0.0

国際教育プログラ
ム導入の可否を判
断するための各事
業の進捗率

100% 100% - -

国際教育プログラム推進事業
は、「グローカル人材」を育成
し、「静岡市の国際教育」を推
進するための手段として、国際
教育プログラムの導入を検討し
ている。導入可否の判断をする
ため、令和４年度は①国際教
育のあり方（推進方針）の決
定、②静岡市が育成する「グ
ローカル人材」の姿を明確にす
ることを目標にし、計画どおりの
進捗であれば100％と設定し
た。

100% A A

国際教育のあり方（推進方
針）を検討していく中で、これ
からの時代にあった高等学
校教育を行う上での課題が
明確となったことから、新たに
高等学校改革推進事業を進
めていくこととなった。
国際教育にとどまらず、高等
学校の特色化・魅力化を合
わせて行う必要性を導き出
すことができたため、A評価と
した。

今後は、令和５年度からの高等学
校改革推進事業において、中学生
や保護者を対象としたニーズ調査
を行う。また、今後は、本事業に
よって整理された４観点に基づい
た事業となるよう留意する。

教
職
員
課

16
教職員健
康診断事
業

S 48 ～
市

（委託）

教職員が健康に職
務を遂行できるよ
う、教職員の疾病の
早期発見・早期治
療に繋げることで、
健康の保持増進を
図る。

小中学校に勤務する
教職員の定期健康診
断等を実施する。

定期健康診断の
実施（指定年齢
健診及び代替と
しての人間ドック
含む。）

１回 1回
一
般
53,094 0 44,745 0.5 0.0

①受診率（理由が
ある者を除く）
②要医療者（要治
療、要再検査、要
精密検査等）のう
ち未受診者への
受診勧奨率

①100％
②100％

①100％
②100％

①99.9%
②100%

①100％
②－

①教職員の健康診断は、法令
により義務付けられている。
健康診断は、教職員一人ひとり
の健康状態を的確に把握し、
その結果に基づき、医学的知
見を踏まえて教職員の健康管
理を適切に講ずるとともに、就
業上の措置を判断するために
行っている。
そのため、目標値は健康診断
の受診率100％と設定した。
②健康診断の事後措置区分に
おいて要医療と診断された教
職員について、健康の保持増
進の観点から、速やかに医療
機関を受診することが望ましい
ため、未受診者に対する受診
勧奨として100％と設定した。

①100%
②100%

A A

①計画どおり事業を実施し、
その結果、受診率100％を達
成した。
②健康診断の結果、要医療
と判定された教職員への受
診勧奨のため、全所属に対
して通知を行った。

産業医や保健師の助言等を踏ま
え、要医療者のうち未受診者に対
して所属する学校の校長及び養護
教諭と連携を図り、電話連絡等に
よる受診勧奨を継続して実施する
必要がある。

教
職
員
課

17
教育職員
健康審査
会事業

-
市

（直営）

市立学校の教育職
員の適正な健康管
理を図る

教育職員健康審査会
に関する事務を行う。

教育職員健康審
査会開催回数

随時実
施

5回
一
般

345 0 161 0.1 0.2

病気休暇等からの
復帰・復職希望人
数に対して医学的
助言及び審査を
実施した率

実施率
（100％）

実施率
（100％）

実施率
（100％）

実施率
（100％）

病気休職等からの復帰・復職を
希望する職員に対して、復職の
可否及び復帰後の職場におけ
る配慮事項等について、医学
的知見から助言をもらい、円滑
な職場復帰を図る必要性があ
る。
対象案件は主にメンタルでの
休職者であるため、この目標値
を設定した。

実施率
（100％） A A

病気休職等からの復帰・復
職を希望する職員及び所属
に対し、健康審査会より復職
後の職場支援体制も含めた
助言を頂き、円滑な職場復
帰を図ることができた。

・休職からの復帰・復職に向けて、
及び復職後のフォロー（再度の休
職防止）
・審査会対象とならない（精神疾患
以外）疾患による休暇、休職中及
び復帰後のフォロー体制の検討

教
職
員
課

18

教職員ス
トレス
チェック
事業

H 28 -
市

（委託）

教職員自身のストレ
スへの気づきを促
し、メンタルヘルス
の不調を未然に防
止する

教職員のストレス
チェックを実施する。

ストレスチェック
の実施

1回 1回
一
般

293 0 287 0.2 0.0
受検率（理由があ
る者を除く）

85% 80.80% 82.70% 66.50%

ストレスチェックは、教職員一人
ひとりのストレスへの気づきを促
し、メンタルヘルスの不調を未
然に防ぐために、平成28年度よ
り実施している。昨年度の受検
率が80%ほどとなった。
より多くの教職員に受けてもらう
ことが望ましいことから目標値を
上げ85％とした。

84.00% A A

対象職員に対し、計画どおり
ストレスチェックを実施した。
校長会や校務支援パソコン
の掲示板等を利用しての周
知及び受検勧奨、また受検
率の低い学校へは電話での
受検勧奨を行った。受検率
については目標値に届かな
かったものの、所属長を対象
とした研修において集団分
析を踏まえた職場環境改善
への啓発を促すなど、概ね
期待どおりの効果があった。

正確な集団分析を行うためには、
より受検率を上げていく必要があ
る。引き続き、校長会での制度や
趣旨の周知徹底や受検期間中の
回覧等による受検勧奨を行ってい
く。

教
職
員
課

19
こころの
教育支援
事業

H 25 -
市

（直営）

小中学校のいじめ
や不登校に対応す
るため、教諭を支援
する非常勤講師や
養護教諭を補助す
るパート看護師を配
置し、児童生徒一
人ひとりの心の安定
と学習の充実を図
る。

小中学校に非常勤講
師を配置し、生徒指
導主任等の代わりに
授業を行い、生徒指
導主任等がいじめや
不登校の対策を行
う。
パート看護師を配置
し、養護教諭の保健
室業務の補助を行
う。

①非常勤講師の
配置人数
②保健室業務の
補助回数

①31人
②600回

①31人
②636回

一
般
54,651 0 52,799 0.2 30.0

いじめや不登校等
の改善傾向が見ら
れた率

70% 74.2% 72.5% 61.1％

いじめや不登校等の改善率の
平均値が60％台前半が多かっ
たが、一昨年度より70％台を
キープしている。本年度も、さら
なる効果、継続的な効果が望ま
しいことから、引き続き目標値を
70％に設定した。

64.70% B B

市内小学校38校に31人の非
常勤講師を配置した。その結
果、生徒指導主任等が問題
を抱える児童等へ対応する
時間を12,124時間確保する
ことができたが、各校のいじ
めや不登校等の改善率の目
標値を上回ることはできな
かった。

生徒指導上の効果が大きいため、
配置を希望する学校が多い。限ら
れた人工をできるだけ多くの学校
で分け合っているが、すべての希
望に対応することは難しい。配置
期間や時間などを工夫し、効率的
に事業を実施する必要がある。
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教
職
員
課

20

教諭等指
導認定検
討委員会
事業

H 20 -
市

（直営）

指導が不適切な教
員の認定及び人事
上の措置を適切に
行うため、専門家の
意見を聴く。

学校より報告された
指導が不適切と思わ
れる教員の認定及び
改善研修の終了の認
定時に開催し、専門
家より必要な意見を
聴く。

①要指導改善教
諭等報告件数
②当該委員会の
開催回数

①0回
②0回

①0回
②0回

一
般

6 0 0 0.1 0.0
指導改善プランへ
の反映回数

０回 ０回 ０回 ０回

指導認定検討等を実施する必
要がないことが望ましいことか
ら、0回を目標値として設定し
た。

0 A A
指導認定検討等を実施する
必要がなかった。

指導認定検討の実施が必要となっ
た場合、迅速かつ適切に対応でき
るように、人選や連絡体制の確立
等を維持継続していく必要がある。

教
職
員
課

21
教員採用
事業

H 17 -
市

（直営）

優秀な教職員を採
用し、本市教育の充
実・発展を図る。

教員採用特別選考試
験及び教員採用一般
選考試験を実施す
る。

①特別選考試験
の実施回数
②一般選考試験
の実施回数
③ガイダンスの
実施回数

①１回
②１回
③10回

①1回
②1回
③13回

一
般

1,947 0 1,850 1.5 0.0
選考試験受験者
数

390人 407人 402人 343人
直近３か年の受験者数の平均
の384人を踏まえ、390人を目標
値として設定した。

376人 A A

県内の教員養成大学（静岡
大学、常葉大学、等）を中心
に春と秋に複数回ガイダンス
を行い、受験者数を確保に
することができた。また、電子
申請システム変更により、ス
マートフォンでも申請可能と
なり、受験者数の確保につな
がった。目標達成にはならな
かったが、一定数の確保が
できたので、A評価とした。

全国的にも志願者数が減少傾向
にある中で優秀な人材を確保する
ため、試験内容の精選や試験時期
の検討、ガイダンスの実施回数な
どについて検討を行っていく必要
がある。また、広報活動としてSNS
等を積極的に活用する。

教
職
員
課

22
教員表彰
事業

H 17 -
市

（直営）

教職員等の表彰制
度を設けることで、
勤務意欲の向上を
図る。

永年勤続者（前年度
末退職者のうち、30
年以上の勤続者）、
勤務実績が優秀な教
職員を表彰する。

①永年勤続表彰
回数
②優秀教職員表
彰回数

①１回
②１回

①１回
②１回

一
般

178 0 174 0.5 0.0
優秀教職員表彰
者数

25人 １8人 28人 26人
表彰に該当する教職員総数の
１％程度にあたる25人を目標値
として設定した。

27人 A A

若手教職員等奨励賞を新た
に設け、表彰に該当する教
職員総数の１％程度にあた
る25人の目標値を上回った
ため。

幅広い職種が推薦されるよう、確
実にアナウンスをしていく。

教
職
員
課

23
教職員評
価者研修
事業

H 20 -
市

（直営）

教職員人事評価を
適正かつ円滑に実
施する。

一次評価者全教頭及
び二次評価者全校長
に評価者研修を実施
する。

評価者研修の実
施

４回 ４回
一
般

210 0 208 0.1 0.0 評価者受講率 100％ 100% 100％ 100％

適正な評価技術を学ぶために
は、全評価者が受講することが
望ましいことから、評価者受講
率100％を目標値として設定し
た。

100% A A

研修会を通して、より適正な
評価を実施することができ、
教職員の育成に生かすこと
ができたため。

より適正な評価をめざし、今後も全
校長、全教頭を対象に評価者研修
会を実施していくとともに、コーチ
ング等の技能を高めていけるよう、
研修内容を工夫する。

教
職
員
課

24
学校評議
員事業

H 12 -
市

（直営）

教育課題に関して
幅広く意見を聴取
することで、地域に
開かれた学校づくり
を推進する。

各学校において、学
校評議員による会議
を開催する。

学校評議員会議
の実施

３回 ３回
一
般

565 0 398 0.2 0.1
学校経営への反
映率

100％ 100% 100% 100％

学校評議員会議を実施した全
学校で、学校評議員による助
言を教育課題の解決に向けた
学校運営に役立てることが望ま
しいことから、学校経営への反
映率100％を目標値として設定
した。

100% A A

各校において、学校評議員
による意見や助言をもとに、
学校評価書への反映、教育
課題の解決に向けた取組に
繋げ、学校経営に役立てるこ
とができた。

コミュニティースクール（学校運営
協議会）へ移行する学校が増えて
いるため、学校評議員を設置する
学校が年々減っているが、学校評
議員制度の理解を図り、学校評価
システムとの連携、関連、役割等に
取り組んでいくことが必要である。

教
職
員
課

25
しずおか
教師塾事
業

H 21 ～
市

（直営）

教育に対する情熱
や使命感をもち、人
間力と教師力に磨
きをかけて、教育現
場が抱える多様な
教育的ニーズにこ
たえる力を身に付
け、子どもたちを指
導できる人材を育成
する。

「人間力」を磨き、「教
師力」を高めるため
「しずおか教師塾」を
開講する。

①入塾選考の実
施
②しずおか教師
塾各講座の実施
③入塾ガイダン
スの実施

①１回
②60講
座
③６回

①１回
②49講座
③9回

一
般

2,127 0 1,858 2.0 3.0

①塾生による講座
内容の満足度
②卒塾生の小学
校教員採用試験
の合格者数

①
100％
②19人

①
100％
②16人

①
100％
②20人

①
100％
②22人

①直近3か年の満足度の平均
値を踏まえ、目標値を100％と
して設定した。
②直近3か年の合格者数の平
均値19.3人を踏まえ、19人を目
標値として設定した。

①
100％
②17人

①A
②B

①
A
②
B

講座内容の満足度は当該年
度の目標値を達成することが
できたため。
小学校教員採用選考試験合
格者数については、目標値
に達することができなかった
ため。

人間力と教師力に磨きをかけ、情
熱や使命感をもって子供たちを指
導できる力をつけるカリキュラムを
作成し開講する。

教
職
員
課

26
スクール
サポート
事業

H 31 -
市

（直営）

教員の事務的業務
を補助することで、
子どもと向き合う時
間を増やし教育の
向上を図る。

市内小中学校の全校
1名ずつにサポートす
るスタッフを配置す
る。

スクール・サポー
ト・スタッフの配
置人数

１２１人 １２１人
一
般
60,770 0 58,640 0.5 0.0

配置校における教
員の長時間労働
対象者率

新基準
で25％
未満

28%
（新基
準）

6%
（旧基
準）

14.3％
（旧基
準）

令和３年度4月施行の条例・規
則により、長時間労働対象者の
基準が新しくなった。昨年度
は、新基準において、30％を目
標とし、28％であった。長時間
労働者対象率（月45時間超）
は、更に是正していくことが望
ましいので25％を目標値として
設定した。

28% B B

令和４年度もスクール・サ
ポート・スタッフを全校に配置
することができた。スクール・
サポート・スタッフが、教員の
事務業務の一部をサポートし
てきたが、長時間労働者対
象者率は目標に達成するこ
とができなかった。

各校から、スクール・サポート・ス
タッフ配置による効果が大きいとの
報告が寄せられており、今後も継
続的な配置・拡大の要望があがっ
ている。今後も、全校配置を視野
にいれながら、適正な配置をし、教
員の子どもと向き合う時間の創出
に繋げていきたい。
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教
職
員
課

27
勤怠管理
運用事業

Ｒ 3 -
市

（直営・委
託）

市内小・中学校の
教職員の勤怠管理
を、客観的なデータ
で行うことにより勤務
状況を把握し、長時
間労働を是正する。

客観的なデータとし
て校務支援システム
のログを利用し、勤怠
管理を行う。

長時間労働対象
者率

長時間
労働対
象者
（新）を
25％未
満

28%
一
般

2,409 0 2,409
新基準における長
時間労働対象者
率

新基準
で25％
未満

28%
（新基
準）

― ―

令和３年度4月施行の条例・規
則により、長時間労働対象者の
基準が新しくなった。昨年度
は、新基準において、30％を目
標とし、28％であった。長時間
労働者対象率（月45時間超）
は、更に是正していくことが望
ましいので25％を目標値として
設定した。

28% B B

管理職が、客観的なデータ
をもとに、長時間労働対象者
について基準に沿った指導・
助言を行った。また、教職員
が自分で勤怠管理を行うこと
で、長時間労働を是正する
意識が向上したが、長時間
労働者対象者率は目標に達
成するこができなかった。

今後はデータを分析し業務改善、
教員の意識改革や働き方改革の
各施策に繋げ、更なる是正につな
げていきたい。

教
育
施
設
課

28
小・中学
校維持管
理経費

～
市

（直営・委
託）

安心・安全で快適な
教育環境を保ち、
円滑な学校運営を
図る。

小中学校の施設及び
物品の維持管理

①現地調査、修
繕の実施
②借地契約（支
払）

①130校
②208件

①130校
②208件

一
般
2,530,954 162,900 2,724,187 8.7 1.0

①施設の不備によ
り授業が実施でき
なくなった日数
②借地料支払い
遅延の件数

①0日
②0件

①0日
②0件

①0日
②0件

①0日
②0件

安心・安全で快適な教育環境
を確保し、円滑な学校運営を図
るために、小中学校の施設及
び物品の維持管理を適正に行
う。これにより、施設の不備によ
る学校運営に支障をきたすよう
な事態を発生さないこと及び借
地料の支払い遅延を発生させ
ないことを目標値として設定し
た。

①0日
②0件

①A
②Ａ

①
A
②
Ａ

　小中学校の施設及び物品
の維持管理を適正に行うた
めの事業は、計画どおりに実
施することができた。
学校運営に支障をきたすよう
な事態は発生せず、全ての
借地料の支払いを行い、必
要な学校用地を確保できて
いる。

　維持管理に係る各種事業につい
ては、計画どおりに実施している
が、既存施設全般において老朽化
が進んでおり、施設の更新を検討
していく必要がある。

教
育
施
設
課

29
教職員住
宅維持管
理経費

～
市

（直営・委
託）

教職員住宅を良好
な環境で管理運営
する。

教職員住宅の施設及
び物品の維持管理

現地調査、修繕
の実施

３施設 ３施設
一
般

7,521 ― 7,271 0.7 0.5
施設の不備により
入居者が居住でき
なくなった件数

0件 0件 0件 0件

教職員住宅を良好な環境で管
理運営するため、教職員住宅
の施設及び物品の維持管理を
適正に行う。これにより、施設の
不備による入居者に対する不
利益を発生させないことを目標
値として設定した。

０件 A A

教職員住宅の施設及び物品
の維持管理を適正に行うた
めの事業は、適正に実施さ
れた。
施設の不備により入居者が
居住できなくなる事態は発生
していない。

維持管理に係る各種事業につい
ては、適正に実施されているが、
既存施設の老朽化が進んでいるも
のもあり、施設の更新を検討してい
く必要がある。

教
育
施
設
課

30
小・中学
校図書購
入費

～
市

（直営）

「読書センター」及
び「学習・情報セン
ター」としての機能
の向上を図るため
の図書館資料の整
備。

学校図書館の蔵書を
充実させる。

図書の購入冊数 40,000冊 42,786冊
一
般
67,300 ― 67,295 0.2 0.1

小中学校図書標
準冊数を満たす学
校の割合

100% 100% 100% 100%

国において定める学校図書館
における蔵書冊数の整備目標
である「学校図書館図書標準」
を各学校における目標とし、古
い蔵書を抱えているといった課
題を踏まえ、各学校の蔵書の
状況や学習方針を勘案し、図
書の購入・廃棄による更新を行
い、蔵書の数量と質の充実を図
るため100％維持を目標値とし
て設定した。

100% A A

　学校規模に応じた学校配
当予算に加え、教育センター
と協働して各学校の実情に
応じた追加配当を行った。
　学校図書館図書標準冊数
を維持しながら古い図書の
廃棄や図書の更新を効率的
にすることができた。

　限られた予算の中で、学校図書
館図書の質を向上させるため、引
き続き教育センターと連携して学
校の実情に応じた予算配当を実施
していく。

教
育
施
設
課

31

小中学校
校舎トイレ
リフレッ
シュ事業

～
市

（直営・委
託）

老朽化が著しく衛生
的な環境の保持が
困難なトイレについ
て、児童生徒はもち
ろん災害時におい
ても誰もが快適に利
用できるトイレ環境
を整備する。

①老朽化したトイレの
和式便器を洋式便器
へ取り替える。
②床を湿式から乾式
にし衛生的にする。
③給排水設備と内装
の全面改修。

①設計、工事件
数
②進捗率

①設計
12校(12
件)、工
事６校(６
件)
②100％

①設計12校
(12件)、工
事６校(６件)
②100％

一
般

― 333,100 290,395 1.3 0.0 洋式化率 65.0% 63.0% 59.0% 50.2%

目標値設定当時（H27)の洋式
化率の実績値が概ね1.3％ず
つ増加しており、今後は改修件
数を増やし事業を加速していき
たいため、H28からは毎年
2.0％増を目標値として設定し
た。

64% A A
　国の補正予算等を活用し
ながら、計画どおりに事業を
実施することができた。

　引き続き事業を継続し、計画どお
りに進めるためには国の補助金の
活用が不可欠であるため、国の動
向を注視しながら補助金の積極的
な活用を図る必要がある。

教
育
施
設
課

32

小中学校
校舎大規
模改修事
業

～
市

（直営・委
託）

安心・安全で充実し
た教育環境の確保
と、避難所としての
機能を確保するた
め、老朽化対策と併
せて、耐震性能を
向上させる大規模
改修工事を行う。

校舎の大規模改修・
構造保全工事

①委託件数
②進捗率

①委託2
校
②100%

①委託2校
②100%

一
般
46,584 ― 41,979 2.0 0.0

①改修事業の進
捗率
②施設の不備によ
り授業が実施でき
なくなった日数

①100%
②0日

①100%
②0日

①90%
②0日

①100%
②－

大規模改修事業は、施設の規
模や改修内容により工期等が
違ってくるため、それぞれの工
事等を計画通りに実施すること
（計画どおりの進捗であれば
100％）とするとともに、施設の
不備により学校運営に支障をき
たさないような指標を設定した。

①100%
②0日

A A
工事が完了し、仮設校舎か
らの引越しを予定通り進め撤
去が完了した。

大規模改修事業は、施設の不備
により学校運営に支障をきたさな
いよう、計画的に実施する必要が
ある。

教
育
施
設
課

33
小中学校
校舎等補
修事業

～
市

（直営・委
託）

安心・安全で快適な
教育環境を確保す
るため、学校施設の
維持管理上必要な
修繕、改修工事を
行う。

校舎等の老朽化に伴
う修繕、改修工事

①修繕、工事等
件数
②進捗率

①設計2
件、工事
12件、修
繕21件
②100％

①設計２
件、工事12
件、修繕21
件
②100％

一
般
412,212 ― 336,292 8.9 0.0

施設の不備により
授業が実施できな
くなった日数

0日 0日 0日 0日

安心・安全で快適な教育環境
を確保するために老朽化対策
として改修工事等を実施する。
施設の不備により授業が実施
できなくなった日を発生させな
いことを目標値として設定した。

0日 A A
　維持管理上必要な各種工
事等は計画どおりに実施す
ることができた。

　老朽化対策や維持管理上必要
な各種事業については、計画どお
りに実施しているが、既存施設全
般において老朽化が進んでおり、
施設の更新を検討する必要があ
る。
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教
育
施
設
課

34
小中一貫
校整備事
業

～
市

（直営・委
託）

小学校中学校９年
間を通じた一貫教
育の推進のため、
子どもたちの学習環
境を整えるために必
要な施設の改修等
を実施する。（施設
一体型小中一貫校
の整備）

小中一貫教育導入に
伴う、施設整備等（清
水両河内地区・蒲原
地区）

①清水両河内地
区：増築棟建設
②蒲原地区：基
本設計・実施設
計

①工事４
件
②設計１
件

①工事４件
②設計１件

一
般
176,775 274,100 418,597 3.5 0.0

①清水両河内地
区：事業進捗率
②蒲原地区：事業
進捗率

①100%
②100%

①100%
②100%

①100%
②-

-

①清水両河内小中一貫校整備
事業については、１年目に実施
設計、２～３年目に工事を実施
するため、それぞれを計画どお
りに実施することを目標とし、計
画どおりの進捗であれば100％
と設定した。
②蒲原小中一貫校整備事業に
ついては、1年目に基本計画の
策定、2～3年目に基本設計・
実施設計、4～5年目に工事を
実施するため、それぞれを計画
どおりに実施することを目標と
し、計画どおりの進捗であれば
100％と設定した。

①100%
②100%

A A

①工事が完了し両河内小中
一貫校を開校することができ
た。
②計画どおり基本設計を進
めることができた。

小中一貫校開校に向けて、設計及
び工事を計画通りに実施する。工
事後に必要な備品搬入や整備内
容、引越し期間も全体スケジュー
ルで調整し、予定通り開校できるよ
うに進める必要がある。

教
育
施
設
課

35
校舎等改
修事業

～
市

（直営・委
託）

安心・安全で快適な
教育環境を確保す
るために必要な、学
校施設の整備を計
画的に実施する。

屋外階段設置事業、
足久保小移転事業

①屋外階段設置
②既存校舎外部
改修の実施

①工事１
件
②改修１
件

①工事１件
②改修１件

一
般

― 116,300 76,209 2.7 0.0

①屋外階段設置：
事業進捗率
②足久保小移転：
事業進捗率

①
100％
②
100％

①
0％
②
70％

- -

安心・安全で快適な教育環境
を確保するために事業を実施
する。それぞれの事業を計画ど
おりに実施することを目標（計
画通りの進捗であれば100％）
とする。

①100%
②100%

A A
①屋外階段設置完了した。
②足久保小の移転が完了し
た。

安心・安全で快適な教育環境を確
保するために計画どおりに事業を
実施する。

学
校
教
育
課

36
幼児言語
教室指導
事業

S 55 -
市

（直営）

言語機能に障害を
有する幼児に対す
る言語指導及びそ
の保護者に対する
教育相談を行うこと
により、当該幼児が
小学校就学に適応
できるようにする。

①言語及び教育相談
②言語指導
③園訪問、教室参観

総指導幼児数 600人 583人
一
般

2,780 0 2,357 1.0 23.0

「子どもの構音障
害や吃音の改善
及び言語発達が
促された」と回答し
た保護者の割合

98% 98% 98% 98%

対象幼児の保護者への調査に
おいて、「子どもの構音障害や
吃音の改善及び言語発達が促
された」と回答した割合の過去
３か年の実績平均が98％であ
ることから、同値を目標値とし
た。

98.9 A A

市内６か所の教室で、年間
600人の幼児に対して、言語
指導等を実施した。また保護
者のアンケートでは、「子ども
の構音障害や吃音の改善及
び言語発達が促された」と回
答した保護者の割合が98.9%
だった。

言語発達等についての幼児の相
談が増加し、より早期からの指導を
希望する保護者も増えている。こ
れらのニーズに応えるために、各
区２か所ずつの指導体制を充実さ
せる。

学
校
教
育
課

37
寄宿舎管
理運営事
業

S 45 -
市

（直営）

交通条件等に恵ま
れない山間地（へき
地）に居住する生徒
の教育機会均等を
図る。

藁科中学校生徒寄宿
舎の管理運営

①寄宿舎の維持
管理
②入寮対象生徒
への通学支援

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

668 0 570 0.1 0.0
寄宿舎の入寮対
象生徒の円滑な
通学環境の確保

確保 確保 ― ―

寄宿舎の入寮対象となる生徒
が円滑に通学できる環境を整
えることが重要であるため、定
性的な目標とした。

確保 A A

山間地に居住する生徒の教
育機会の均等を図ることを目
的とした寄宿舎の閉寮にあた
り、代替手段となる支援を確
実に実施することで円滑な通
学環境の確保ができたため。

平成26年度から入寮希望者がい
ないため、寄宿舎の今後の在り方
について具体的な検討を行ってい
く。

学
校
教
育
課

38
学生寮管
理運営事
業

H 12 -
市

（直営）

市内の高等学校へ
の通学が困難な中
山間地の生徒の就
学を援助し、教育機
会の均等を図る。

学生寮の管理運営

①学生寮の維持
管理
②寮生の受入
れ、生活指導・
安全確保

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
13,720 0 12,370 0.3 3.0

学生寮内での事
故発生件数

0件 0件 0件 0件

交通条件等に恵まれない中山
間地域の生徒に対して、安心・
安全な住環境を提供するため
の目標値を設定した。

０件 A A
事故なく安全に維持管理す
ることができたため。

自宅から通学が困難な中山間地
の生徒にとって必要な施設である
ため、今後も安心安全な維持管理
や利用者の増加に向けた取組を
継続的に行っていく必要がある。

学
校
教
育
課

39

特別支援
教育セン
ター運営
費

H 21 -
市

（直営）

特別支援教育の充
実及び推進を図る
ための特別支援教
育センターを管理
運営する。

①特別支援教育セン
ターの管理運営
②番町複合施設の維
持管理

①特別支援教育
センター年間開
館日数
②各種設備点検
の実施

①243日
②48回

①243日
②48回

一
般
25,876 0 25,334 0.9 1.0

施設管理上の事
故発生件数

0件 0件 0件 0件

特別支援教育センターの運営
管理及び番町複合施設の維持
管理を実施する上で、施設管
理上による事故を発生させない
ことが必要な条件であるため。

0件 A A
事故なく安全に維持管理す
ることができたため。

安全に配慮した適切な管理を実施
する。引き続き、特別支援教育セ
ンターの適切な運営、管理の計画
的な実施に努める。

学
校
教
育
課

40

次世代育
成プロ
ジェクト事
業（民間
教育力活
用事業）

H 16 -
市

（直営）

学校教育活動全般
に民間教育力を活
用することで、児童・
生徒の体験的、問
題解決的な学習の
充実を図る。

①外部講師登録リス
トの管理
②外部人材の活用支
援

①人材リストの作
成・周知
②講師謝金の配
当（各校）及び支
出事務

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

3,032 0 2,248 1.5 0.0

外部人材を活用し
た授業の有効性が
あると回答した学
校の割合

100% 100% 100% 100%

学校が希望する分野につい
て、教員だけではできない発展
的・体験的な授業を実施するこ
とができたかどうかを図るため、
この目標値を設定した。

100% A A

新型コロナウイルス感染症の
影響で民間教育力活用事業
を実施できなかった学校を除
く109校が全て有効性があっ
たと回答するなど、多様な外
部人材の活用により、各教
科・領域における学習の充
実が図られたため「A」とし
た。

学校側が求める外部人材を紹介
できるよう、需要のある分野につい
て対応可能なスペシャリストの登録
を今後も継続して推進していく必
要がある。

学
校
教
育
課

41

次世代育
成プロ
ジェクト事
業（自立
を育む職
場体験学
習推進事
業）

H 19 -
市

（直営）

子どもたちの社会
的・職業的自立に
向け、必要な基盤と
なる能力や態度を
育てる。

①中学生職場体験学
習の実施
②体験学習時におけ
る賠償責任保険の加
入

①受入事業所リ
ストの作成、配付
②賠償責任保険
の加入

①実施
②加入

①実施
②加入

一
般

77 0 59 0.5 0.0
職場体験学習を
実施した学校の割
合

100% 90% ― 100%

新型コロナウィルス感染症の影
響により、職場体験の実施は学
校判断としている。実施を予定
している31校（市内43校中）の
確実な実施を目標とした。

58.0% C B

新型コロナウイルス感染症の
影響で、職場体験学習の受
け入れ先の確保が難しいこ
と、実施時期の設定が難しい
ことから、実施を予定してい
る31校中13校が中止とし、実
績値が６割弱だったため「B」
とした。

今後、新型コロナウイルス感染症
の影響が少なくなっていくため、令
和６年度の実施に向けて、令和５
年度中に、受入れ先事業所の紹
介をしていく。
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学
校
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42
教育研究
推進事業

H 24 -
市

（直営）

本市の学校教育の
課題を究明し、その
成果の普及を図る
ための各種教育研
究を行う。

①教育研究指定校に
おけるテーマ研究
②各校における教育
研究

研修参加費や講
師謝金等の配当
及び支出事務

実施 実施
一
般

3,884 0 2,366 2.0 0.0

「授業研究や事例
研究等、実践的な
研修を行っている
か」に対し「どちら
かといえばしてい
る」以上の回答を
した学校の割合

全国平
均値以
上

(小)
95.3％
(98.1％)
(中)
94.6％
(93.9％)

―

(小)
98.8％
(99.3％)
(中)
90.5％
(96.4％)

全国学力・学習状況調査を用
い、全国平均値を上回る高水
準の実績値を維持できるよう、
この目標値とした。

(小)
97.6％
(97.7％)
(中)
85.4％
(92.7％)

A A

中学校の実績値は全国平均
値を下回ったが、小・中の平
均目標達成割合は96％であ
る。また、事後アンケートの結
果から、校内での研修会等
において講師を招聘するな
ど、本事業が授業研究等に
活かされていることが認めら
れるため、「A」とした。

執行率の向上を図るため、申請方
法をわかりやすく周知するなど、学
校にとって利用しやすい運用を検
討し、今後の事業に反映していく。

学
校
教
育
課

43

外国人児
童・生徒
指導経費
（日本語
指導が必
要な児童
生徒の支
援事業）

H 17 -
市

（直営）

日本語の初期指導
を継続的に行い、
日常生活に必要な
日本語の習得を支
援するとともに、学
校生活への適応支
援を行う。

①通級指導
②訪問指導
③適応相談

①通級指導
②訪問指導
③適応相談

①実施
②実施
③実施

①40人
②154人
③38回

一
般
11,613 0 10,337 1.5 0.0

①「年度当初より
学校生活が楽し
い」と感じている児
童生徒の割合
②ステップ１・２の
児童生徒のうち、
生活言語のスキル
が向上した児童生
徒の割合（令和４
年度から）

①
93.3％
②80％

①
93.3％
②ー

― ―

事業の主な目的が、日本語指
導や適応相談の実施等を通じ
て対象児童生徒が安心して学
校に通うことができるようになる
ことであるため、学校生活への
適応を図るため、過去３か年の
平均値以上の目標値を設定し
た。

①94％
②83％

A A

①については、前年度を上
回り、児童生徒が、より学校
生活に適応している状況が
見られる。
②については、きめ細かな日
本語初期指導を行うことで、
日常生活レベルの日本語の
定着が図られてきている。

日本語初期段階での生活言語ス
キルが上昇しているが、定着には
至らない児童生徒もいる。誰一人
取り残さないように、今後も、丁寧
に対応していく必要がある。
また、学習言語対応についても、
現場への理解を深め、児童生徒が
言語により不利益を被ることがない
ように、事業を進めていく必要があ
る。

学
校
教
育
課

44

市ＰＴＡ
連絡協議
会運営事
業費等補
助金

S 36 -
補助等
（交付先）

単位ＰＴＡの相互交
流及び連絡を密に
し、学校教育、家庭
教育の振興を図る。

静岡市ＰＴＡ連絡協
議会への補助金交付

①補助金交付事
務
②運営補助

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

6,538 0 6,538 0.1 0.0

市Ｐ連主催の家庭
支援事業（「天使
からのポエム」募
集）への参加校数

120校 117校 ② ②

市ＰＴＡ連絡協議会の活動とし
て家庭支援事業（「天使からの
ポエム」募集）を実施している。
学校が夏休み期間中に家族の
絆を題材とした作品作りを児童
生徒に促し、当協議会におい
て選考・表彰を行うなど、学校と
小中学校ＰＴＡが連携して子ど
もたちの幸せを考えた効果ある
事業であるため、参加校数を目
標値として設定した。

114校 A A

目標値には届かなかったも
のの、協議会での児童生徒
に対する主要事業として、参
加率が95％であったことは評
価できるため、「A」とした。

今後も、協議会の活動を通して、
単位ＰＴＡがそれぞれの役割を全う
し、学校や家庭における教育の振
興につなげていけるようにしてい
く。

学
校
教
育
課
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市特別支
援教育進
路指導協
議会運営
事業等補
助金

S 40 -
補助等
（交付先）

市立中学校特別支
援学級等の生徒に
適切な進路指導を
行う。雇用者相互の
協力と、地域社会の
認識を深める。

特別支援教育進路指
導協議会への補助金
交付

①事務処理の円
滑な実施
②進路懇談会の
運営支援

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

425 0 389 0.1 0.0
中学校卒業後の
進路決定率

100% 96% 94.5% 97%

過去の実績では、個々の様々
な事情により100％にはならな
いことも多いが、毎年100％に
近い率を残していることから目
標値は、100％に設定した。

94.36% A A

新型コロナウイルス感染症予
防を行いながら進路懇談会
や進路合同説明会を実施す
ることができた。それらの行
事によって、多くの中学生の
卒業後の進路を決める参考
となったため。

オンデマンドやオンライン等を利用
して、多くの生徒や保護者に進路
先の情報提供を行いたい。自閉症
情緒障害学級の生徒に対する進
路情報の発信についても充実させ
たい。

学
校
教
育
課
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中山間地
域学校Ｐ
ＴＡ校外
教育支援
事業補助
金

S 44 -
補助等
（交付先）

中山間地域の学校
が、校外教育活動
を実施する際の保
護者負担を軽減し、
地理的条件による
学習活動の制限緩
和を図る。

中山間地域の学校の
ＰＴＡに対するバス借
上げ料等の補助

①補助金交付事
務
②運営補助

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

1,530 0 1,318 0.2 0.0
校外教育活動の
実施校数

22校
(全校）

22校
26校
(全校）

26校
(全校）

中山間地域の学校に在籍する
児童・生徒は、文化・経済・産
業・政治などの関係地から地理
的に離れている。市街地域の
学校と同様に直接見聞する機
会を設けるため、補助対象であ
る全学校が校外教育活動を実
施することを目標値としている。

22校
(全校）

A A
補助金を有効に利用し、校
外教育活動を実施することが
できたため、「Ａ」とした。

引き続き、地理的条件によって、市
街地校と比べ、教育活動が制限さ
れることのないようにしていく。
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市中学校
体育連盟
運営事業
費等補助
金

S 45 -
補助等
（交付先）

中学校生徒の体力
保持、運動部活動
の充実、部活動を
通じた健全な精神
や実践力を育成す
る。

中学校体育連盟への
補助金交付

①補助金交付事
務
②運営補助

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

1,940 0 1,940 0.1 0.0

部活動いきいき３
視点を伸ばすこと
ができていると回
答する生徒の割合

90% 94% 86% ―

補助金の交付趣旨を「体力及
び健康の増進並びに人間性の
育成を図るため」としている。市
中体連の活動を通し、部活動
ガイドラインで目指す資質・能
力「いきいき３視点（主体性・可
能性・社会性）」の向上につい
て、できたと回答した生徒の割
合を指標とし、過去２か年の実
績平均が90％であることから、
同値を目標値とした。

94% A A

アンケート結果から、市中体
連の活動を通して、部活動ガ
イドラインで目指す生徒の資
質・能力の向上に寄与してい
ると認められるため「A」とし
た。

国の方針により部活動の段階的な
地域移行が進められる中、本市の
部活動システム及び市中体連の在
り方等について、検討を行ってい
る。その動向を踏まえ、今後の補
助金の在り方を必要に応じて見直
していく必要がある。

学
校
教
育
課

48
特別支援
教育推進
事業

H 17 -
市

（直営）

特別な教育的支援
を要する児童生徒
の学びを支援し、特
別支援教育体制の
整備・充実を進め
る。

①特別支援教育支援
員配置
②障害児教育支援事
業
③特別支援教育専門
家チーム設置

①特別支援教育
支援員の適正配
置
②就学支援委員
会実施回数
③専門家チーム
ケース検討会議
実施回数

①231人
②３回
③４回

①231人
②３回
③４回

一
般
177,842 0 174,552 3.0 244.0

特別な支援が必
要な児童生徒に
良い効果があった
という学校の割合

93.3% 94.0% 93.0% 93.0%

特別支援教育支援員の配置等
により、支援を要する児童生徒
への効果率の過去３か年の実
績平均が93.3％であることか
ら、同値を目標値として設定し
た。

92.3% A A

特別支援教育支援員の配置
が支援を必要とする児童生
徒の学習面、生活面におい
て良い効果があったと回答し
た学校の割合が、90%以上で
あったため。

支援が必要な児童生徒の増加に
伴い、効果的な活用を図るととも
に、配置基準も含めて検討を進め
る必要がある。
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学
校
教
育
課

49
学力アッ
プサポー
ト事業

H 17 -
市

（直営）

児童の学習意欲及
び基礎学力の向上
並びに学習習慣の
定着を図ることを目
的とし、有償ボラン
ティアによる放課後
の学習指導（補習
指導）による支援を
実施する。

学力アップサポート
校の選定、学力アッ
プ支援員の派遣

各校放課後学習
支援の実施回数

17回 17回
一
般

5,470 0 5,157 0.5 0.0

①事前事後の定
着度調査における
正答率
②事前事後のアン
ケート調査におい
て、「算数の学習
が好き」と回答する
児童の割合

①上昇
②70％
以上

①上昇
②
70.9％

― ―

R3年度より、目的を「個別支援」
重視へ変更したため、個別に
支援することによる、①基礎学
力、②学習意欲の向上、学習
習慣の定着を目標とした。

①上昇
②
52.7％

B B

①については、小学校５年生
の事前の正答率が67.1%、事
後が82.2%で、15.1%上昇し、
小学校６年生の事前の正答
率が、52.9%、事後が82.6%
で、29.7%上昇した。
②について指標の割合が目
標を達成できなかったのは、
算数が好きではないが、基
礎的な学習をすることで、正
答を出すことができる児童で
あったことが理由と考えられ
る。

今後は、算数の学習が好きになる
児童が増えるように、個別指導によ
り、算数の学習に対する児童の困
り感に寄り添うことや、できるように
なったことを認めていくことにより、
児童の自己肯定感を向上させる手
立てを工夫していく必要がある。

学
校
教
育
課

50
井川地区
校外活動
費

H 27 -
市

（直営）

井川小・中学校に
おける学区内校外
活動等に係る交通
手段を確保する。

学区内の校外活動に
係る自動車借上げ

賃借料の支出事
務

実施 実施
一
般

400 0 400 0.2 0.0
校外活動の実施
率

100% 100% 100% 100%

井川小中学校の校外活動（井
川地区内）は、井川スクールバ
スを廃止したことにより自動車を
借上げて実施している。これに
より、校外活動が事計画どおり
実施できることを目標とする。

100% A A
校外活動が学校の計画通り
実施できたため「A」とした。

学校の計画に沿った校外教育活
動が確実に実施できるよう、今後も
引き続き移動手段の確保に取り組
んでいく必要がある。

学
校
教
育
課

51
部活動環
境支援事
業費

H 28 -
市

（直営）

子どもにとって有意
義であり、持続可能
な部活動環境を推
進していく。

外部顧問・外部指導
員の配置

外部顧問・外部
指導員の配置人
数

外部顧
問35名・
外部指
導員105
名

外部顧問35
名・外部指
導員105名

一
般
51,829 0 41,679 1.5 35.3

外部顧問新規配
置校において、
「工夫された練習
内容や練習方法
で活動することが
できている」と回答
する生徒の割合

84.6% 81.3% 90.3% 79.3%
直近３か年の実績の平均値
（83.6％）＋１％を目標値として
設定した。

86.80% A A

成果指標の目標値を2.2ポイ
ント上回り、外部顧問・外部
指導員を配置した活動実績
に見合った十分な成果がで
ている。

まずは令和８年度までに、段階的
に休日の部活動を地域クラブ「シ
ズカツ」の活動とする、部活動改革
の流れを踏まえ、現行部活動環境
の支援として、配置していた外部
顧問・外部指導員の位置づけ及び
配置計画について整理していく必
要がある。

学
校
教
育
課

52
外国語指
導助手招
致事業

S 63 -
市

（直営）

静岡市の児童生徒
の英語力及び異文
化理解力の向上を
図る。

①外国語指導助手の
招致
②外国語指導助手の
採用
③外国語指導助手の
配置

①外国語指導助
手招致人数
②学校訪問回数

①45名
②小：3
回に１回
中：4回に
１回
高：常駐

①45名
②小：3回に
１回
中：4回に１
回
高：常駐

一
般
36,714 0 27,324 1.0 45.0

外国人指導助手と
のティーム・ティー
チングにより、生徒
のコミュニケーショ
ン能力や異なる言
語・文化に対する
理解度が向上した
と思う教員の割合
（％）

98.3% 98.3% 97.7% 98.8%

児童生徒が外国人指導助手と
接する機会を拡充し、英語生
徒のコミュニケーション能力や
異なる言語・文化に対する理解
度が向上したと思う教員の割合
について、過去３か年の実績平
均が98.3％であり、同値を目標
として設定した。

97.70% A A

イングリッシュデイ、イングリッ
シュカフェの取組が定着して
おり、外国語指導助手が異
なる言語・文化について児童
生徒に伝える機会が増えつ
つある。

イングリッシュカフェ、イングリッシュ
デイの取組にバリエーションを持た
せることで、児童生徒との関係性を
強化するとともに、学校全体を巻き
込んで、外国語や異文化に触れる
機会を増やすこと。

学
校
教
育
課

53
英語プロ
ジェクト

H 30 -
市

（直営）

異なる文化の人々と
自信を持ってコミュ
ニケーションをとるこ
とができ、地元への
愛情を持ちながら国
際的に活躍できる
子どもを育てる。

①独自教材「しずお
かグローカルタイム」
の活用
②グローカルイング
リッシュティーチャー
（GET）配置（5～6年）
③イングリッシュキャ
ンプ、カフェ、デイの
実施
④英語教育推進アド
バイザー支援プログ
ラムの実施

①独自教材の活
用
②GET訪問回数
③イングリッシュ
キャンプ、カ
フェ、デイの実施
回数
④アドバイザー
の学校派遣

①実施
②35回/
年
③キャン
プ１回、
カフェ・
デイ月１
回程度
④３校に
３回/年

①実施
②35回/年
③キャンプ
１回、カ
フェ・デイ月
１回程度
④３校に３
回/年

一
般
27,862 0 26,047 1.5 0.0

中学卒業時に英
検3級相当以上の
英語力をもつ生徒
の割合

50% 46.7% 39.7% 41.5%

国が掲げている目標（2022年ま
でに、英検３級相当以上の力を
もつ中学生の割合50％）を達成
するための目標値を算出した。
（2018：46.0％、2019：47.3％、
2020：48.6％、2021：50.0％）

51.70% A A

言語活動の充実を図るよう、
教員の研修（年3回実施）で
伝えてきたことで、言語活動
を多く取り入れる授業作りに
つながり、子どもの英語力の
向上に起因した。

引き続き教員の研修の充実を図る
とともに、好事例を広めていきなが
ら、英語力の向上に努める。

児
童
生
徒
支
援
課

54
教育相談
員活用事
業

H 10 -
市

（直営）

いじめや不登校、問
題行動等、児童生
徒の心の問題に対
応する。

①教育相談員の配置
②教育相談の実施

各小中学校の不
登校または別室
登校生徒に応じ
た教育相談員の
配置校数

45校 45
一
般
22,398 ― 22,294 1.5 0.0

児童生徒が抱える
心の問題に改善
が見られた学校の
割合

100%
97%
(40校)

97%
(35校)

100%
(36校)

心理の専門家等が対応するた
め、カウンセラー等が対応した
学校の改善率は100％を目標
にしている。

100%
(45校)

A A
全ての学校から配置による効
果が見られたため。

配置校をさらに増やし、支援できる
児童生徒数を増やしていく。

児
童
生
徒
支
援
課

55

スクール
カウンセ
ラー活用
事業

H 10 -
市

（直営）

いじめや不登校、問
題行動等、児童生
徒、保護者の心の
問題への支援を行
うとともに、学校にお
ける組織的な教育
体制の向上を図る。

スクールカウンセラー
の小・中学校への配
置・派遣

スクールカウンセ
ラーの小・中学
校への配置・要
請校への派遣校
数

120校 117
一
般
79,502 ― 79,172 1.5 37.0

児童生徒が抱える
心の問題に改善
が見られた学校の
割合

100%
97%
(101
校)

96%
(104
校)

99%
(105
校)

心理の専門家等が対応するた
め、カウンセラー等が対応した
学校の改善率は100％を目標
にしている。

98.1%
(103
校)

A A

児童生徒が抱える問題が多
種多様で複雑化している中、
ほぼすべての学校から配置
による効果が見られたため。

全ての学校において、児童生徒の
様子に改善が見られるようにしてい
く。そのため、SCの研修の機会を
増やし、資質向上に努める。
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児
童
生
徒
支
援
課

56

スクール
ソーシャ
ルワー
カー活用
事業

H 20 -
市

（直営）

学校生活上の諸問
題の背景にある家
庭環境や生活環境
等の調整及び改善
を図る。

スクールソーシャル
ワーカーの配置
（小）、派遣（小・中）

スクールソーシャ
ルワーカーの小
学校への配置校
数

12校
（拠点
校）

12
一
般
22,420 ― 22,085 1.5 13.0

支援ニーズに対し
てスクールソー
シャルワーカーが
支援を行った児童
生徒数の割合

100% 100% 100% 100%

学校が把握する支援ニーズ（全
校アンケート調査による）すべ
てに対応することを目標として
いる。

100% A A

学校から支援ニーズがあっ
た全児童生徒に対して、児
童生徒のアセスメントと教員
へのコンサルテーションを
行ったり、直接的な支援が行
えたため。

福祉的支援のニーズが高まってい
るため、直接支援ができる割合を
高めるのが難しい。SSWの活動時
間を確保するとともに、教員にも
SSWから福祉的支援について研修
をしていく。

児
童
生
徒
支
援
課

57
訪問教育
相談員事
業

H 31 -
市

（直営）

不登校児童生徒の
家庭への訪問及び
面談を通じて、不登
校児童生徒の問題
の改善を図る。

訪問教育相談員の配
置

訪問教育相談員
の中学校への配
置校数

12校 12
一
般
25,403 ― 24,856 1.5 12.0

長期欠席・不登校
の状態が改善した
児童生徒の割合

100% 70.8% 61.4％ 83.9％

「長期欠席・不登校の状態 評
価指標」に沿って、100％の児
童生徒の状態を改善することを
目標としている。

71.9% B A

教員による面会が困難な
ケースを中心に家庭訪問を
継続した。一人当たりの年間
家庭訪問回数が増加し、面
会ができる関係になったり、
別室登校を始めたりすること
ができたため。

「長期欠席・不登校の状態評価指
標」に沿ってアセスメントを行い、
オーダーメイド型支援計画を作成
し、計画的に支援を行う。

児
童
生
徒
支
援
課

58
児童・生
徒の健康
管理事業

-
市

（直営）

市立小・中学校及
び高等学校の児童
及び生徒の健康管
理と疾病の早期発
見を図る。

①各種健康診断の実
施
（小・中）
②環境衛生検査の実
施
（小・中・高）

①定期健康診断
実施回数
②環境衛生検査
実施校数

①１回
②122校

①１回
②122校

一
般
182,822 ― 174,966 0.8 0.5

①健康診断の受
診率
②環境衛生検査
の実施率

①
100％
②
100％

①
99.7％
(44,39
0人)
②
100％
(125
校)

①
99.8%
(44,98
1人)
②100%
(126
校)

①
97.9％
(46,05
5人)
②
100％
(127
校)

①児童生徒の健康保持のた
め、受診日程の調整や他会場
の提供を行い、全児童生徒が
健康診断を受診することを目標
としている。
②安全な学校環境を保持する
ため、検査日程の調整を行い、
全校が環境衛生検査を実施す
ることを目標としている。

①
99.5%
（44,85
2人）
②100%
（122
校）

A A
健康診断および環境衛生検
査ともに予定どおり業務を実
施することができたため

児童生徒が健康かつ安全に学校
生活を過ごすことができるよう、引
き続き健康診断および環境衛生検
査を確実に実施していく。

児
童
生
徒
支
援
課

59
通学路防
犯灯整備
事業

-
市

（直営）

通学路の整備及び
維持管理を行い、
中学校生徒の登下
校時の安全を図る。

通学路防犯灯の定期
点検、維持及び管理

年１回の定期点
検 実施 実施

一
般

5,633 ― 4,930 0.5 0.0
整備不良、点検瑕
疵等に起因する事
故件数

0件 0件 0件 ０件

定期点検及び修繕により、未然
に重大事故等を防ぎ、安全な
通学環境が保たれることを目標
としている。

0件 Ａ Ａ

防犯灯の定期点検、修繕に
よる維持管理により、事故も
なく安全な通学路環境が保
たれたため。

経年劣化による維持管理費の増大
を抑えるために、灯具本体の交換
の必要が生じた防犯灯から順次、
ＬＥＤに移行し、灯具の長寿命化を
推進する。

児
童
生
徒
支
援
課

60

日本ス
ポーツ振
興セン
ター災害
共済事業

H 15 -
市

（直営）

学校管理下におけ
る生徒の災害給付
を目的とした（独）日
本スポーツ振興セン
ター災害共済給付
制度に加入する。

①加入者名簿の更新
②共済掛金の支払事
務
③保護者負担金の徴
収
④共済給付金の受入
及び支払

①加入者名簿の
更新件数
②共済掛金の支
払件数
③保護者負担金
の徴収件数
④共済給付金の
受入及び支払件
数

①１件
②１件
③122件
④各976
件

①１件
②1件
③122件
④各941件

一
般
46,429 ― 45,579 0.5 0.0

受け入れた給付金
の遅滞のない支払
い

100%
100%
(976
件)

100%
(901
件)

100%
(1,011
件)

月末（毎月金融機関最終営業
日）に受け入れた給付金を、翌
月末までに、各学校指定口座
へ支払いできているかを目標
値として設定した。

100%
(941
件)

A A

受け入れた給付金について
すべて遅滞なく各学校指定
口座へ支払いすることができ
たため。

引き続き受け入れた給付金を遅滞
なく各学校指定口座へ支払いす
る。

児
童
生
徒
支
援
課
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市学校保
健会運営
事業等補
助金

S 29 -
補助等
（交付先）

学校保健を推進し、
児童・生徒の健康の
保持増進を図る。

市学校保健会への補
助金交付及び事業の
適正執行にかかる指
導監督

補助金交付事務
の適正実施件数

１件 1件
一
般

863 ― 0 0.8 0.0
申請に対する確実
な交付

100%
-
(申請
なし)

100%
（１件）

100%
（１件）

申請に対する確実な交付を行
うため、100%を目標値として設
定した。

－
（申請
なし）

－ －

コロナ禍における感染の危
惧から、一部実施を見送った
事業があったため、学校保
健会から交付申請がなかっ
た。

申請があった場合には、補助目的
として適当か適切に対応する。

児
童
生
徒
支
援
課

62

全国市長
会学校災
害賠償補
償保険事
業

-
市

（直営）

学校施設の構造上
の欠陥や管理上の
不備等による事故
で市が法律上の賠
償責任を負う場合
の市の財政負担を
てん補する。

学校災害賠償補償保
険への加入

給付事務の実施 実施 実施
一
般

5,577 ― 5,573 0.2 0.0 保険金給付率 100%
100%
(１件)

100%
(１件)

100%
(１件)

確実な交付を行うため、100%を
目標値として設定した。

100%
（1件）

A A
保険金の給付を確実に実施
することができたため

損害賠償事案が発生した際に、適
正に対応できるよう引き続き保険に
加入する。
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児
童
生
徒
支
援
課

63
防災教育
推進事業

H 27 -
市

（直営）

防災の有識者であ
る防災アドバイザー
が、専門性を活かし
た防災教育を実施
することで、児童生
徒及び教職員が防
災に関する知識を
深め、災害から身を
守る力を身に付け
る。

①防災アドバイザー
派遣事業
②防災研修会の実施

防災アドバイ
ザー派遣校数
②防災研修会開
催回数

 10校
②１回

①10校
②１回

一
般

275 ― 275 0.5 0.0
防災アドバイザー
派遣校数

10校 9校
0校
(中止）

10校

南海トラフ地震の危険性が高ま
る中、近年では各地で異常気
象による浸水害や土砂災害も
発生していることから、学校防
災力の強化が重要である。
様々な自然災害から子どもたち
を守ることができる学校防災体
制の構築を目的とし、年間10校
に派遣する。

10校 A A

防災アドバイザー派遣校数
が目標数を達成したため。ま
た、学校安全担当者会にお
いて、防災について研修を
実施できたため。

防災アドバイザー事業実施後の成
果を検証するため、令和５年度か
らは事後アンケートを実施し、防災
への意識が高まったか等、事業の
成果を明らかにする。

児
童
生
徒
支
援
課

64
がん教育
推進事業

H 31 -
市

（直営）

児童生徒が、日本
の死亡原因として最
も多い「がん」につ
いて、正しい理解を
深め、自他の健康
の大切さについて
学び、主体的に考
える態度を育成する
ため「がん教育」を
推進する。

外部講師による授業
実施

授業の実施校数 12校 14校
一
般

250 ― 250 0.2 0.0
生徒ががんの学習
を肯定的に受け止
めた学校の割合

100% 100% 100% 92%

実施後のアンケートで「がんの
学習は健康な生活を送るため
に役に立つ」と90%以上の生徒
が回答する学校が100％となる
ことを目標としている。

100% A A

授業の実施校数が目標数を
超えることができたため。ま
た、授業実施後に生徒がが
んの学習を肯定的に受け止
めた学校が目標の100%を達
成できたため。

児童生徒が「がん」について正しい
理解を深め、健康の大切さについ
て主体的に考える態度を育成する
ために、引き続き外部講師を活用
した授業を実施していく。

児
童
生
徒
支
援
課

65
奨学金貸
付事業

S 27 -
市

（直営）

高校、専修学校、短
期大学、大学及び
大学院等に入学又
は在学する者に学
資を貸与して、優秀
な人材を育英し、及
び市の発展に資す
る優秀な人材を育
成する。

①高校生月額8,000
円
②短大生・専門学校
生月額15,000円
③大学生等月額
20,000円

①奨学生募集
②奨学生選考人
数
③貸付金支払回
数

①実施
②110人
③３回

①実施
②55人
③３回

一
般
67,524 ― 53,172 0.8 0.0

貸与事務の適正
な実施

100%
100%
(271
人)

100%
(246
人)

100%
(252
人)

基準を満たした新規貸与者と、
継続貸与者への適正な貸与の
実施割合

100%
(234
人)

A A

基準に則り新規の奨学生を
選考し、新規貸与者、継続
貸与者に対して、適正な貸
与を実施した。

今後も必要な制度見直しを行った
上で、適正な貸与を行っていく。

児
童
生
徒
支
援
課

66
奨学金給
付事業

S 53 -
市

（直営）

修学困難な学生・生
徒に対し、教育奨励
費として奨学金を給
付し、入学時の経済
的負担の軽減を図
る。

①高校生50,000円
②短大生・大学生
100,000円

①奨学生募集
②奨学生選考人
数
③給付金支払回
数

①実施
②62人
③１回

①実施
②59人
③１回

一
般

5,300 ― 5,250 0.2 0.0
給付事務の適正
な実施

100%
100%
(60人)

100%
(32人)

100%
(33人)

基準を満たした者への給付割
合

100%
(59人)

A A

基準に則り新規の奨学生を
選考し、給付決定した奨学
生に対して、適正な給付を実
施した。

今後も必要な制度見直しを行った
上で、適正な給付を行っていく。

児
童
生
徒
支
援
課

67
通学区域
審議会

S 35 -
市

（直営）

通学区域の調整を
図ることにより、学校
の適正規模化と教
育的効果を充実す
る。

通学区域審議会の準
備・開催

審議会開催 実施 実施
一
般

276 ― 230 0.5 0.0 通学区域の変更 実施 実施 実施 実施
通学区域の調整を図るため、
審議会を開催することを目標値
として設定した。

実施 A A
審議会を開催し、特別支援
学級新設に伴い、通学区域
の変更を行った。

今後も学区再編が必要な地域等
への対応を行っていく。

児
童
生
徒
支
援
課

68 学事管理 -
市

（直営・委
託）

学籍事務を円滑に
進める。

①卒業証書の作成
②入学通知書等の作
成

①確実な発行
②確実な発行

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

2,917 ― 1,130 0.4 0.5 確実な発行 実施 実施 実施 実施
内容の誤りや遅滞がなく確実に
発行することを目標として設定
した。

実施 A A
関係機関や保護者と連絡を
取り合いながら、確実に発行
することができた。

今後も引き続き、誤りや遅滞がなく
確実に発行する。

児
童
生
徒
支
援
課

69

学齢簿シ
ステムに
よる児童
生徒の異
動等の管
理

H 24 -
市

（直営）

学齢簿の記載を電
子化することで、迅
速な事務処理を行
う。

①市外転出入による
転校手続き
②市内転居による住
所等異動処理又は転
校手続き
③新入学該当者抽出
等

①新入学予定児
童生徒の異動処
理
②在学する児童
生徒の異動処理

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

943 ― 936 1.2 0.0
学籍簿の適正管
理

実施 実施 実施 実施

転出入等の異動管理、転校手
続きを適正に管理するため、実
施することを目標値として設定
した。

実施 A A
異動や転校情報を適正に管
理した。

住民異動に伴う児童生徒の就学に
適切に対応する。

児
童
生
徒
支
援
課

70
遠距離通
学費補助

S 40 -
市

（直営）

児童生徒の遠距離
通学に係る保護者
の負担を軽減する。

①徒歩、自転車通学
の場合は、通学用品
費の補助
②バス通学の場合
は、定期券購入費用
の補助

①事務処理の円
滑な実施
②補助金交付回
数

①実施
②３回

①実施
②３回

一
般
13,601 ― 10,574 0.4 0.0

申請に対する確実
な交付

100%
100%
(436
人)

100%
(473
人)

100%
(510
人)

確実な交付を行うため、100%を
目標値として設定した。

100%
(281
人)

A A

学校統合や移転に伴い、補
助対象者が減少した。その
中で、認定者に対して適切
に交付した。

今後も確実な交付をするとともに、
学校の統合、移転を見据えた制度
の見直しを検討する。
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児
童
生
徒
支
援
課

71
スクール
バス運行
事業

Ｒ 4 -
市

（直営・委
託）

統合した静岡市立
清水両河内小学校
及び静岡市立清水
両河内中学校の通
学手段確保のため
スクールバスを運行
する。

①スクールバス運行
のための委託契約

①委託契約の実
施

①実施 ①実施
一
般
14,146 ― 13,330 0.5 0.0

スクールバス運行
の委託契約の実
施

実施 ― ― ―
スクールバスを運行するため、
事業者と委託契約を実施する
ことを目標値として設定した。

実施 A A

運行事業者と委託契約が締
結され、スクールバスを安全
かつ計画どおりに運行するこ
とができた。

今後も引き続きスクールバスを運
行できるように、学校や運行事業
者と連携していく。

児
童
生
徒
支
援
課

72

定時制通
信制教育
振興会補
助

S 39 -
補助等
（交付先）

高等学校の定時制
及び通信制の振興
を図る。

①静岡市高等学校定
時制通信制教育振興
会への補助金交付
②静岡県立清水東高
等学校定時制教育振
興会への補助金交付

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
一
般

1,511 ― 1,433 0.5 0.0
申請に対する確実
な交付

100% 100%
(2件)

100%
(2件)

100%
(2件)

確実な交付を行うため、100%を
目標値として設定した。

100%
(2件)

A A
補助申請のあった２団体に
対し適切に交付を行った。

今後も確実な交付をする。

児
童
生
徒
支
援
課

73
要・準要
保護児童
生徒扶助

S 21 -
市

（直営）

経済的な理由により
就学困難と認められ
る児童・生徒の保護
者に対して、必要な
援助を行う。

①学用品費や通学
費、修学旅行費、給
食費、医療費等の支
給

①事務処理の円
滑な実施
②就学援助費支
給回数

①実施
②４回

①実施
②４回

一
般
363,298 ― 321,892 1.5 0.5

申請に対する確実
な支給

100%
100%
(3,767
件)

100%
(3,826
件)

100%
(4,001
件)

確実な支給を行うため、100%を
目標値として設定した。

100%
（3,594
件）

A A
認定者に対して必要な額を
滞りなく支給し、目標を達成
することができた。

支援を必要とする児童生徒を確実
に援助できるよう、制度の周知徹
底や各学校の事務担当者と連携
をとり、支援が行き渡るようにする。

児
童
生
徒
支
援
課

74

特別支援
教育就学
奨励費補
助

S 47 -
市

（直営）

特別支援学級等に
在籍する児童生徒
の保護者の経済的
負担を軽減する。

①学用品費、通学
費、修学旅行費、給
食費等の支給

①事務処理の円
滑な実施
②補助金交付回
数

①実施
②３回

①実施
②３回

一
般
42,165 ― 38,481 1.5 0.5

申請に対する確実
な交付

100%
100%
(928
件)

100％
（841
件）

100％
（924
件）

確実な交付を行うため、100%を
目標値として設定した。

100%
（975
件）

A A
認定者に対し適切に交付を
行った。

複雑な数学援助制度を事務担当
者に理解してもらうため、制度説明
の周知を徹底する。

学
校
給
食
課

75
食育推進
事業

～
市

（直営）

学校、保護者・地
域、教育委員会で
連携し、学校におけ
る食育を推進する。

①各市立小中学校で
の食に関する指導の
充実
②わくわく給食プロ
ジェクトの実施

①各学校におけ
る「食に関する指
導」の全校実施
②特別な給食の
実施

①100%
②６回

①93.7%
②６回

一
般
88,149 0 87,709 3.0 0.0

①児童生徒への
「食に関する指導」
の成果が感じられ
ると評価する学校
の割合
②給食が「楽しみ」
と感じている児童
生徒の割合

①94%
②90%

①94%
②82％

①92%
②－

①92％
②89％

①各学校を対象として毎年実
施する食育推進状況調査によ
り、実態把握をしている。近年
の高い評価が継続されるよう
94％を目標値として設定した。
②アンケートを実施し、給食が
「楽しみ」と感じている児童生徒
の実態を把握する。R1の小学
校でのアンケート結果から90%
を目標値として設定した。

①94%
②88%

①A
②A

A

①小中学校126校中118校で
各学年１回以上の「食に関す
る指導」を実施することが出
来ました。新型コロナウイル
スの影響で一部の学校で計
画どおり実施できませんでし
たが、授業の形式や内容を
臨機応変に変更して実施し
ました。
②昨年度より6％上昇し、お
おむね目標を達成することが
出来ました。

①担任と栄養教諭、学校栄養職員
によるTT授業の充実を図ります。
また、実施時間や実施方法は各学
校の状況に合わせて柔軟に対応
することを周知します。
②おいしく楽しい給食の提供を目
指し、地場産物を活用した献立の
研究を引き続き実施します。

学
校
給
食
課

76
学校給食
等管理運
営事業

～
市

（直営・委
託）

安定的に安心・安
全な給食を提供す
る。

①給食調理業務等の
実施
②調理設備等の維持
管理

①食中毒、異物
混入による給食
提供中止回数
②調理設備等の
故障による給食
提供中止回数

①０回
②０回

①０回
②０回

一
般
1,930,888 0 1,907,334 47.0 59.0

共同調理方式192
日、自校方式180
日に対する稼働率

100% 100% － －

危機管理の意識を持ち、衛生
管理、日常点検等を実施し、給
食の提供を中止すること無く稼
働することを目標値として設定
した。災害等による中止、配食
校の給食中止による場合はこ
れに含めない。

100% A A

施設設備衛生や健康管理の
個人衛生については研修を
とおして衛生意識の向上を
図り、事故なく安全な給食の
提供ができました。

衛生管理や職員の健康管理、日
常点検の徹底を継続していきま
す。調理施設は老朽化が進むた
め、計画的に設備を更新します。
また、衛生作業マニュアルの見直
しや調理済み食品の定期的な検
査により、事故防止対策を行いま
す。

教
育
セ
ン
タ
ー

77

小中学校
校務支援
システム
管理運営
事業

H 28 ～
市

（直営・委
託）

校務の事務管理を
効率的に実施する
ため、校務支援シス
テムの安定的で円
滑な運用を図る。

校務支援システムの
運用、維持管理を行
う。

①賃借契約
②運用に関する
定例会開催

①締結
②12回
以上

①締結
②13回

一
般
188,741 0 185,388 1.5 0.4

障害等による全日
停止日数

0日 0日 0日 0日
稼働において、終日停止を発
生させないことを目標値として
設定した。

0日 Ａ A
計画通りにシステムの安定稼
働を実現し、目指す成果を
達成できた。

次期システムの更改に向けて、契
約、システム構築、データ移行、稼
働テスト等を適切に実施し、引き続
き安定稼働を実現を目指す。
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教
育
セ
ン
タ
ー

78

お茶で学
ぶ静岡型
人材育成
事業

H 26 ～
市

（直営）

すべての子どもが
お茶に出会い、お
茶の入れ方や良さ
を学ぶことを通し
て、自分でお茶を入
れたり、おもてなし
ができる子どもを育
てる。

静岡産茶葉を使用し
た家庭科授業の実践

①静岡産茶葉購
入及び市立小学
校への配布
②家庭科授業等
によるお茶のお
もてなし実践

①83校
②83校

①83％
②70％

一
般

125 0 120 0.1 0.0
お茶のおもてなし
を教育に取り入れ
た小学校の割合

100%
（83校）

55% 84% 100%

小学校全校（83校）に茶葉を配
布することにより、お茶のおもて
なし実践を行った学校の割合
を目標値として設定した。

84.0% A A

コロナ禍でも実施できるよう
茶葉の配布方法を一人一袋
に改善したため、調理実習
やおもてなし体験を行うこと
ができた。

令和4年度をもって教育センターの
事業として終了した。

教
育
セ
ン
タ
ー

79
学校図書
館教育推
進事業

～
市

（直営）

市内の学校図書館
における人的・物的
環境の向上・平準
化を図る。

①授業での学校図書
館活用促進
②兼務校への教育セ
ンター所属学校司書
による訪問

①学校図書館活
用ガイドラインの
改訂
②学校司書研修
の充実
③訪問指導
④兼務校への教
育センター所属
学校司書による
訪問

①改訂
②２回
③33回
④165校
（15校×
11か月）

①改訂
②２回
③33回
④165校
（15校×11
か月）

一
般
89,820 0 88,144 2.0 2.0

①チェックシートに
おいて20項目中
17項目以上できて
いると評価された
校数（割合）

②授業実践や読
書活動の実践の
収集

①
113校
/120校
（93％）

②
100％

①
112校
/123校
（91％）

②
100％

①91校
/124校
（73％）

②
100％

―

①ガイドラインの活用促進、研
修や訪問指導の実施により、学
校図書館の平準化・高度化が
進んでいるかを図る指標として
チェックシートを活用し、前年度
以上の校数（割合）を目標値と
して設定した。
②学校図書館の授業実践や読
書活動の実践を全校から収集
することを目標値とした。

①
116校
/120校
（97％）

②
100％

A A

　ガイドラインを改訂し、学校
図書館の機能や環境整備を
再確認するとともに、データ
管理や著作権、授業の活用
に役立つ資料を中心に周知
を図ったことにより、97%の学
校がチェックシートの目標値
を達成することができた。
　読書活動の実践を全校か
ら収集し、学校図書館ポータ
ルサイトに掲載することで学
校への情報提供を行った。

　チェック項目中、「学校図書館教
育全体計画」の作成ができていな
い学校が多いため、各学校に作
成・提出を依頼し学校経営への位
置付けを明確にしていく。
　ポータルサイトを充実させ広報誌
を発行することで、教員や学校司
書に学校図書館を活用した授業
実践の情報提供を行う。

教
育
セ
ン
タ
ー

80
教育セン
ター運営
事業

～
市

（直営）
教育の振興と充実
を図る。

施設の維持管理を行
うとともに教育に関す
る調査研究、研修等
への施設の提供

①委託業務の実
施
②貸館

①13件
②12,000
人

①13
 15,725人

一
般
15,732 0 14,387 3.5 6.5

施設利用者からの
クレーム件数

0件 0件 0件 0件

施設を快適に利用してもらうた
め、施設利用者からのクレーム
がないことを目標値として設定
した。

0件 A A
利用者からのクレームがな
く、快適に研修を実施するこ
とができたため。

施設設備の老朽化が進み、建物
自体や空調や照明器具等の設備
の修繕対応が多いため、老朽化に
伴う修繕費の確保に努める。

教
育
セ
ン
タ
ー

81
教職員研
修事業

～
市

（直営）

自ら学び続ける教
職員の育成と振興
を図る。

教育に関する専門
的、技術的事項の研
究や教育関係職員の
研修、教育資料の収
集、整理等

希望研修の実施 39講座 38講座
一
般

4,790 0 4,329 11.0 3.5 希望研修参加者
2,246
人

2,558
人

1,649
人

2,337
人

直近3年間の実績をもとに、今
年度の講座数に相当する数を
目標値とした。

2,250
人

A A

学力向上や、喫緊の課題に
応じた研修38講座につい
て、集合やオンラインを組み
合わせて実施したため、コロ
ナ禍であっても目標値に達し
た。

新しい教員育成指標に基づく研修
体制を検討していく。また、今日的
な教育課題、教員の資質向上につ
ながる研修内容を検討していく。

教
育
セ
ン
タ
ー

82
教職員研
修事業

～
市

（直営）

自ら学び続ける教
職員の育成と振興
を図る。

教育に関する専門
的、技術的事項の研
究や教育関係職員の
研修、教育資料の収
集、整理等

①姉妹都市（米
国）への教員長
期派遣
②学校プール向
上研究の推進

①７箇月
②6校

①７箇月
②６校

一
般

1,405 0 1,314 1.0 0.0

①長期派遣教員
の評価の５
②推進校指定数

①５
②6校

①-
②1校

①-
②-

①-
②-

①今後も継続して姉妹都市へ
長期派遣教員の支援を行いた
いため、最高評価の５を目標値
とした。
②3つの研究アプローチから各
2校ずつを推進校として選定
し、6校を目標値とした。

①５
②６校

A A

①姉妹都市への教諭の派遣
が、両市の相互理解促進に
つながったため。
②民間、公営プール施設、イ
ンストらクターの派遣により児
童生徒の泳力や意欲の向上
につながったため。

①長期派遣教諭を派遣し、姉妹都
市との良好な関係を築いていく。
②外部プール等の施設、インストラ
クターを活用しながら、子どもたち
が、持続可能な環境の中で、充実
した水泳指導を受けることができる
よう実証研究を継続する。

教
育
セ
ン
タ
ー

83

小学校／
中学校
教育用情
報通信機
器等整備
事業

Ｒ 1 ～
市

（直営・委
託）

教育用情報通信機
器等を整備し、
GIGAスクールに係
る端末及びネット
ワークの安定的で
円滑な運用を図る。

GIGAスクールに係る
端末及びネットワーク
の運用及び維持管理
を行う。

①小1･2の学習
用端末及び指導
用端末の配備
（全児童生徒へ
の配備完了）
②ICT支援員の
学校訪問による
授業支援、研修
等

①
10,269台
②延べ
1,500回

①
10,269台
②
1,503回

一
般
364,457 49,211 330,365 1.5 0.3

学習の中でICT機
器を使うのが勉強
に役に立つと回答
する児童生徒の割
合（①小6／②中
3）

①
100％
②
100％

①
95.1％
②
93.8％

①
－
②
－

①
－
②
－

ICTを活用した授業等に魅力を
感じ、コンピューター等のICT
機器を使うのが勉強の役に立
つと捉える児童生徒の割合は、
100％を目指す必要があると考
え、目標値として設定した。

①
94.5％
②
95.4％

Ａ A

ICT機器を使うのが勉強の役
に立つかとの質問に肯定的
に回答した児童生徒の割合
は、90％を超えており、昨年
度同様に高い割合となって
いる。

学習の中で、1人1台端末の活用
機会が増えてきているが、ICT機器
の活用に苦慮する教員も一定数い
ることから、ICT支援員を通じた個
別研修・指導を強化する等、誰一
人取り残さずICTを活用した授業
が受けられるよう支援をしていく。
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中
央
図
書
館

84
図書館管
理運営事
業

S 6 ～
市

（直営）

12館の図書館施設
及び移動図書館の
安全で安心できる
維持管理を行う。

施設の適切な維持管
理を行う。

①委託事業件数
②設備点検/維
持管理作業件数

①56件
②12件

①57件
②15件

一
般
377,70

5
356,188 26.5 93.6

①図書館施設の
瑕疵による事故件
数
②図書館施設の
瑕疵による閉館日
数

①0件
②0日

①0件
②0日

①0件
②0日

①0件
②0日

①直近３か年の実績は０件であ
る。図書館施設は全体的に老
朽化が進んでいるが、今後も計
画的な設備点検や委託事業等
を実施し、利用者が安全で安
心できる施設の維持管理を確
実に実現する必要があることか
ら、図書館施設の瑕疵による事
故件数０件を目標値として設定
した。
②直近３か年の実績は０日であ
る。今後も計画的な設備点検
や委託事業等を実施し、図書
館施設の瑕疵による閉館という
事態で利用者の不利益になる
ことを防ぐ必要があることから、
図書館施設の瑕疵による閉館
日数０日を目標値として設定し
た。

①0件
②0日

A A

利用者にとって安心安全な
施設の維持管理ができ、図
書館施設の瑕疵による事故
や、閉館という事態で利用者
の不利益になることを防ぐこ
とができた。

図書館施設は各館とも全体的に老
朽化が進んでいるため、今後も計
画的な設備点検や施設保全のた
めの委託業務を確実に実施してい
く必要がある。
また、アセットマネジメント計画に基
づき、各館の施設改修について関
係課と連携し、新たな計画の着実
な推進を図る。

中
央
図
書
館

85
図書整備
充実事業

S 6 ～
市

（直営）

市内12図書館（２分
館含む）及び移動
図書館により、市民
への図書館サービ
スを提供する。

専門職員による充実
した図書館活動によ
り、市民の教養・調
査・レクリエーション等
に役立つ図書館運営
を行う。

①資料予約点数
②資料の購入点
数

①
626,000
点
②61,192
点

①617,343
点
②59,638点

一
般
149,387

148,35
1

26.5 87.4
人口１人当たりの
貸出点数

5.68点 5.69点 5.09点 6.01点

年間の貸出点数目標を、過去
３年の実績により前年度比約
0.1％減の3,905,000点（令和２
年度実績3,908,956点）とし、令
和４年３月末の静岡市人口
686,746人から１人当たりの貸
出点数の目標値を5.68点に設
定した。

5.67点 A A

年間の貸出点数は3,863,392
点で、令和５年度３月末の静
岡市人口680,913人から1人
当たりの貸出点数は5.67点
と、ほぼ目標を達成すること
が出来た。

令和５年度は、システム更新及び
藁科図書館の大規模改修による休
館で開館日数が減少するため、資
料の充実、魅力的な講座の開催に
より、サービスを充実させ、利用者
数の維持を図る。

市
立
高
校

86
市立高等
学校維持
管理事業

-
市

（直営・委
託）

学校教育活動の円
滑な運営を図り、安
全・安心な教育環境
の整備

①施設設備の維持管
理

①施設整備関連
契約数
②施設修繕件数

①10件
②10件

①11件
②27件

59,503 58,317 1.0 0.0
管理瑕疵による校
内及び校外事故
発生件数

0件 0件 0件 0件

学校の維持管理に必要な学校
施設設備の保守契約、点検、
修繕を適切に実施し、事業目
的が達成された際の件数を目
標値として設定した。

0件 A A

学校施設設備の各種点検及
び修繕等を適切に実施し
た。その結果、目標とした成
果を達成することができた。

経年劣化を踏まえ、アセットマネジ
メント基本方針に沿って、計画的に
施設設備の改修及び維持管理等
を実施する。

市
立
高
校

87
市立高等
学校振興
事業

～
市

（直営）

地域社会や国際社
会で活躍・貢献でき
る有為な人材の育
成

①科学探究科の運営
②SSH事業の実施

①TA延べ協力
者人数
②大学研究室協
力者人数

①110名
②30名

①160名
②58名

2,405 1,660 1.0 1.0

学校の科学等に
関する先進的な取
り組みが充実した
と感じた割合

95% 92% 95% 94%

地域社会や国際社会で活躍・
貢献できる人材の育成を目的と
し生徒が授業等により充実して
取り組みができたと感じた割合
を目標として設定した。

91% A A

令和５年２月に科学探究科３
年生の生徒に対するアン
ケート調査を行った結果、
91％の生徒が「科学探究科
の活動が充実している」と回
答したことを受け、目標とした
成果を達成することができた
と評価した。

科学等に関する先進的な取り組み
の維持・発展を目指すため、今後
も教職員と連携し、生徒が充実し
た科学探究活動を送るための基盤
維持・整備を行う。

市
立
高
校

88
市立高等
学校振興
事業

～
市

（直営・委
託）

学校ICT環境の整
備を行い、学校教
育における情報化
の推進を図るととも
に、図書館蔵書の
充実による読書環
境の整備を図る。

①ICT機器の維持管
理
②図書館用図書の整
備

①情報機器関連
契約
②図書備品の購
入

①１本
②100冊

①２本
②135冊

3,021 3,377 0.5 1.0
情報等の授業で
ICT機器を利用し
た割合

100% 100% 100% 100%

学校のICT環境の整備を適切
に実施し、学校教育活動にお
いて生徒がICT機器を利用し、
事業目的が達成された際の割
合を目標値として設定した。

100% A A

学校のICT環境の整備を適
切に実施し、計画どおり利用
することできた。
また、図書に関しても、計画
どおりの整備を行うことができ
た。
その結果、目標とした成果を
達成することができた。

将来的な情報機器の更新に備え、
更新に向けての計画及び対応策
について考えていく。

市
立
高
校

89
高等学校
就学支援
金事業

～
市

（直営・委
託）

家庭の経済的負担
の軽減を図る。

①就学支援金申請書
の受付
②奨学給付金申請書
の受付

①就学支援金申
請書受付件数
②奨学給付金申
請書受付件数

①1,300
件
②40件

①1,303件
②47件

159 156 0.5 0.5
事務の瑕疵による
経済的理由での
退学者

0件 0件 0件 0件

就学支援金制度の趣旨である
「高等学校等における教育の
実質的な機会均等」に基づき
事業目的が達成された際の件
数を目標値として設定した。

0件 A A

就学支援金制度の趣旨を保
護者等へ説明し、県への申
請を遅滞なく行うことができ
た。その結果、目標としてい
た成果を達成することができ
た。

生徒の異動等を正確に把握する
必要があることから、教員との緻密
な連携が必要である。定期的に進
捗状況を把握し、事務処理を適正
に実施する。



Ｒ３ Ｒ２ R1

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容
②事務事業

名

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

市
立
高
校

90
学校保健
特別対策
事業

Ｒ 2 ～
市

（直営）

新型コロナウイルス
感染症拡大防止の
ため、感染症対策を
施し、学習環境の整
備を図る。

感染症対策の消毒等
の購入

感染症対策にか
かる消毒等調達
件数

30件 ９件 2,700 2,700 1,451 0.5 0.5
学校クラスターの
発生

0件 0件 0件 -

感染症対策に必要な物品等の
調達により、事業目的が達成さ
れた際のクラスター発生件数を
目標値として設定した。

0件 A A

感染症対策及び３密対策に
必要な各種物品等の調達を
計画的に実施し、適切に配
置した。その結果、目標とし
ていた成果を達成することが
できた。

新型コロナウイルス感染症は５類
感染症に移行となったが、今後もク
ラスターが発生しないよう、教員と
連携しながら注意喚起を行い、感
染症対策を行う。

市
立
高
校

91
教育用情
報機器設
置事業

Ｒ 3 ～Ｒ 4
市

（直営）

教員用端末及び校
内ICT環境の整備
のため、情報機器
等の整備を行う。

教員用端末及び教育
用情報機器の整備

機器購入契約件
数

2件 2件 41,400 41,400 40,335 0.5 0.0
整備予定の教育
用情報機器確保
割合

100% - - -

教育用情報機器を整備するこ
とが目的であるため、教育活動
を行うにあたり必要な購入台数
の割合を目標値として設定し
た。

100% A A

教育用情報機器を計画どお
り整備することができ、教育
活動に支障をきたさなかった
ことから、目標とした成果を達
成することができたと評価し
た。

教育用端末等の情報機器につい
ては計画どおり整備が完了し、本
事業は終了したが、今後も適切な
情報機器の維持管理等を実施す
る。

市
立
清
水
桜
が
丘
高
等
学
校

92

市立清水
桜が丘高
等学校維
持管理事
業

H 25 ～
市

（直営・委
託）

学校教育活動の円
滑な運営を図り、安
全・安心で快適な教
育環境を提供する。

①物品等の調達
②施設設備の維持管
理

①物品等調達件
数
②維持管理契約
件数

①170件
②19件

①145件
②19件

一
般
53,594 0 56,933 1.7 4.6

管理瑕疵による校
内人身事故発生
件数

０件 ０件 ０件 ０件

学校の維持管理に必要な各種
物品の調達、学校施設設備の
保守契約、点検を実施し、事業
目的が達成された際の件数を
目標値として設定した。

０件 Ａ A

・各種物品調達、学校施設
設備の各種点検及び修繕等
を適切に実施した。その結
果、目標とした成果を達成す
ることができた。

・アセットマネジメント基本方針と連
携しながら、施設設備の維持管理
をしなければならないため、事業の
実施状況を的確に把握し、確実な
実施を図る。

市
立
清
水
桜
が
丘
高
等
学
校

93

市立清水
桜が丘高
等学校振
興事業

H 25 ～
市

（直営・委
託）

学校ＩＣＴ環境の整
備を行い、学校教
育における情報化
の推進を図るととも
に、図書室蔵書の
充実による読書環
境の整備を図る。

①ＩＣＴ機器の管理
（リース物件）
②ＩＣＴ機器の回線使
用料の支出
③図書備品の購入

①リース件数（保
守込）
②回線使用料支
出件数
③図書備品購入
冊数

①１件
②72件
③200冊

①1件
②75件
③201冊

一
般
44,584 0 50,871 0.5 1.2

情報等の授業でＩ
ＣＴ機器を利用し
た割合

100% 100% 100% 100%

学校のＩＣＴ機器の保守契約、Ｉ
ＣＴ環境の整備を実施し、学校
教育活動において生徒がＩＣＴ
機器を利用し、事業目的が達
成された際の割合を目標値とし
て設定した。

100% Ａ A

・学校のICT環境の整備を適
切に実施し、学校教育活動
において計画どおり利用する
とともに、１人１台端末の使用
環境向上のため、ネットワー
クアセスメント調査及びネット
ワーク環境整備を行った。そ
の結果、目標とした成果を達
成することができた。

・次回教育用情報通信機器更新
は、施設配線、システム更新を含
む全体的な更新作業となるため、
現況を確認し、課題を整理して、
中長期的な視点でICT環境の整備
を推進する必要がある。

市
立
清
水
桜
が
丘
高
等
学
校

94

高等学校
就学支援
金（授業
料）事業

H 25 ～
市

（直営）
家庭の経済的負担
の軽減を図る。

①就学支援金申請書
の受付
②奨学給付金申請書
の受付
③授業料の徴収

①就学支援金申
請書受付件数
②奨学給付金申
請書受付件数
③授業料口振処
理・消込処理回
数

①979件
②40件
③480回

①979件
②34件
③483回

一
般

96 0 96 0.5 0.2
経済的事由による
転退学者数

０人 ０人 ０人 ０人

就学支援金制度の趣旨である
「高等学校等における教育に
係る経済的負担の軽減」、「教
育の実質的な機会均等」に基
づき、事業目的が達成された際
の件数を目標値として設定し
た。

０人 Ａ A

・就学支援金制度の趣旨を
保護者等へ説明し、県への
申請を遅滞なく行うことがで
きた。その結果、目標とした
成果を達成することができ
た。

・全校生徒が対象で事務量も多く、
生徒の異動等を正確に把握する
必要があることから、教員との連携
が重要であるため、定期的に進捗
状況を把握し、確実な事務の実施
に努める。

市
立
清
水
桜
が
丘
高
等
学
校

95
学校保健
特別対策
事業

Ｒ 2 ～Ｒ 4
市

（直営）

新型コロナウイルス
感染症対策を支援
し、学習環境の整備
を図る。

感染症対策の消毒等
の購入

感染症対策にか
かる消毒等調達
件数

50件 25件
一
般

0 2,700 992 0.3 0.0
学校クラスターの
発生

０件 ０件 ０件 -

感染症対策及び３密対策に必
要な物品等の調達により、事業
目的が達成された際のクラス
ター発生件数を目標値として設
定した。

０件 Ａ A

・感染症対策及び３密対策に
必要な各種物品等の調達を
速やかに実施、適切に配置
した。その結果、目標とした
成果を達成することができ
た。

新型コロナウイルス感染症は５類
感染症に移行となったが、今後もク
ラスターが発生しないよう、教員と
連携しながら注意喚起を行い、感
染症対策を行う。


